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1.5 〕卜線形粘性ダンパーを付加した免震層の最大せん断力 (係数)予測動

免震構造に用いられる代表的なオイァレダンパー (リ ジーフ速度 32cm/s,2次減衰係数比 0.0678)は
,

150cm/s時の減衰力が等しくかつ減衰力が速度の 0。 3乗に比例する非線形粘性ダンパーと等価に評価で

きる0ため,当該検討に用いる粘性系ダンパーのモデルは,減衰力が F_―σ7κの形で表される非線形ダ

ッシュポットとする (ただし定式化はて=0,3と 固定せず 0≦て≦1で一般化する)。

積層ゴム,履歴系ダンパーおよび粘性系ダンパーで構成される免震層に生じるせん断力 Fは次式である。

最 み 摯 身                  (1.5.1)

ここに,ゑ 島 ,身 はそれぞれ積層 ゴム,履歴系ダンパー,粘性系ダンパーに生 じる力である。
乃および Fフ は次式である。

rン =FFとガ
(1.5。 2a,b)

ケ 9p

ここに,と/は免震層の変位,/r,は積層ゴムの剛性,9Pは履歴系ダンパーの降伏荷重であるc

また非線形ダッシュポットが定常変位 bL眺ュ盛sin(ωうで変形するときの任意の [/における身は次式とな

る。

F岳よω乙亀aO(1‐ ([ノ7bЪiax)分(/2                       (1.5。 2c)

式(1.5。 1)の Fは ,0く て≦1では 0<[/<眺laxにおいて正側に極値を持つので,dコdレも となる [ガ(=の

を式(1.5.1)(1.5.2)に代入することで最大せん断力を得ることができる。すなわち 協は最大せん断力発生

時の変位である。そこでまず d"W升0を変形して次式を導く。

野駅 脇
洵   的

式(1.5。 3a)よ り(bり眺laOはスお よび免に依存することがわかる。また式(1.5,3b)はか随 と表せ,/1ァは非

線形ダッシュポットの [/maxにおける損失剛性 10である。ただし式(1.5,3a)の 税は代数的に求まらないの

で,0≦κ≦1および 0≦九≦5と変化させながら(税/[オmaOを収束計算で求め,お よび免1こ関する次の回帰
式を得た (図 1.5。 1)。

Dりう砿ax=1+乱滑れて2+島が                (1.5.4)

ここに

乱 =‐ 0.4445免
‐0.0027免 2

∂2=0.5345允‐0.5032免 2+o。 2562兄3‐ o,o458免 4+o.oo29免 5

島 =‐ 0.1746免 +0。 1135允 2‐ o.o288免 3‐o.o019λ 4+0.0006免 5

00 02 04 06 08 10    K

(1.5.5a,b,c)

00 10 2.0 30 40 50 λ

(b)式 (155)

したがって,粘性系ダンパーが付力日された

免震層の最大変位 :‰axが既知であれば,て

および免を介 して式(4)よ り 協 を求め,式

(1.5,1)(1.5.2)に 代入して得られる Fを免震

層の最大せん断力の予測値とする。

図 1.5.2と 図 1.5。eは,BCJL2 1つ にお

ける(協 /眺lax)および最大せん断力係数の検

証として,免震周期 T戸3,5,7sに ついて応答

解析結果との比較を示したものである。
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第 2章 計算シー トの使用方法

2.1 本計算ソフトの概要

本計算ソフト (2012JSSI設 計支援ソフト小委員会応答予測法。xls)は、計算に必要な緒元を入力する

ことで本計算方法による応答曲線を計算するソフトである。本計算ソフトは、MicrOsoft Exce1 2003で

作成されており、本計算機能を使用するには、Microsoft Excel(2003以 降のバージョン)が必要とな

る。また、本 Excelフ ァイルではユーザ定義関数を使用しているため、マクロを有効にする必要がある。

なお、本 Excelフ ァイルのシー トには保護をかけているがパスワー ドの設定は行つていないため、後述

するグラフの書式属性などの変更はシー トの保護を解除することで可能である。

2.2 操作方法

本計算ソフトを立ち上げて、「入力・グラフシー ト」画面を表示する (図 2.1)。 「入力・グラフシー ト」

の黄色いセルに「VE」 および「χ」を入力する (初期値では、VE=1.5[m/s]、 χ=8が入力されている)。

各値を入力すると本計算法による応答曲線が自動で計算される。

霊 つ・O
ホーム 挿入  ページ

VEと χに値を入力
校閉  表示 ◎ 嗣  X

A】 4

χ 8

通常 (1.〔l-2.0程 度)
!通
常 (2.Cl-18千三度)

恥

え

手ネルギ∵の総量の速度換事値||
χ:黒犠望性変形量と最大変形量の

'4率

l)   |    
―

等佃繰ψ速し回数履歴ルィプの専曇り返し回数4,。
2)の 4営に帽当。

8
| エネルギユ法告示けにおける『ダンテ(学部分の塑性変形の累積の程度を表す散
1値 nl』 の2倍に相当。

p=0.0「 p=0.031

0,40

ノ

/

αP翌
/

/ く' /
αPコく館 ≒

る́
ヽズ
其
〓4-レ'´
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辮 と ″ 盤 左
aw==010 1 躍
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も   路 ,
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11■ )II

コマンド 再計算

図 2.1 「入力・グラフシー ト」画面
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2.3 計算結果の見方

本計算ソフトの「入力・グラフシー ト」の VEおよびχに適当な値を入力すると、入力部分の下部に

応答曲線が表示される。

「入力・グラフシー ト」では、αpを固定した状態において、非線形粘性ダンパーを付力日した場合の

応答曲線を表示する。図 2.2に VE=1.5[m/s]、 χ=8と 入力し、αp=0.03と した時の応答曲線を示す。グ

ラフは縦軸がα max、 横軸が Umaxと なり、本計算法により算出した応答曲線はαvと Tfで構成され、青

点 (○ )で示している。図 2.2に αpを 0.03と し、αvを 0.00から 0。 10までを 0.01刻みで非線形粘性

ダンパーを付力日した場合およびTfを 3.Osecか ら7.Osecま でを0.5sec刻みで変化させた場合の計算結果

を示す。なお、αv=0,00は非線形粘性ダンパーを付加していない状態である。グラフの青点から本計算

法によるα maxお よび Umaxを算出することができる。例えば、VE=1.5[m/s]、 χ=8と 入力し、αp=0.03、

TF4.0[s]、 αv=0.04と した場合のα maxは約 0.105、 Umaxは約 0.225tm]と なる (図 2.2の矢印で示す青

点)。

また、グラフには非線形粘性ダンパーを付加しない場合と比較するために、非線形粘性ダンパーを付

加しない場合の応答曲線 (α v=0,00と し、αpを 0.01から 0.07ま で変化させた計算結果)を併せて表

示している (実線および破線 )。 図 2.2の 矢印で示す青点 (α p=0.03、 TF4,0[s]、 αv=0.04)は、非線形

粘性ダンパーを付力日しない場合のαp=0,06、 T上
~4.5[s](、 αv=0.00)と ほぼ同様のα max、 Uhaxと なる

ことがわかる。

本計算ソフトの「入力・グラフシー ト」では、αpを 0.01か ら0.07まで 0.01刻みとした場合の 7つ

の応答曲線が表示されるため、αpを変化させた場合の比較を 1つのシー ト上で行うことができる。 (図

2.3に αp=0・ 01、 図 2.4に αp=0,05の場合の計算結果例を示す)。
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図 2.2 αp=0,03の場合の応答曲線 (VE=1.5[m/s]、 χ=8、 αv=0.00～ 0.07)
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第 3章 告示計算との比較

平成 21年建設省告示第 2009号第 6の計算方法(以下、告示計算と呼ぶ)と本計算法との比較を試みる。

3.1検討方法

本計算法は、χ=8,VE=150c14/Sで 計算する。

告示計算は Gs(地盤増幅係数)、 hv(流体系の減衰材による免震層の等価粘性減衰定数)、 を下記の様

に設定し、繰 り返し計算を行いαinaxと と名axを算出する。

・Gs(地盤増幅係数) 文献 15)な どを参考にVE≒ 1・5Svと し、1.23と する。

欺=とs,鴇粋,踊 =走БA=に・与|:      o→
2TE      2T[ 1      21[ 1

Gs=了
互砺
SV=丁
ラπ VE=両巨テ1・ 5専 生23

減衰力

α voM・
CV° Ve

(3.2)

veq S v

・hv(流体系の減衰材による免震層の等価粘性減衰定数)

応答速度詭qに対して減衰力が非線形粘性ダンパーと等しくなるように設定する。

峙 =絲 =為 ・瑠 角 伊 =粋・器 ギ
痢  e動

ただ吹 駒 =単 鴫Ψ げ 併h(03■),c=lとま半毛卓  60

3.2検討結果

αp=0,0卜 0,07,α v=0.0～ 0。 1の検討結果を図 3.1に示す。

告示計算では、αP,αvが大きくなると、加速度の低減率 Fhが 下限値の 0.4と なり、Ttt αpが同じで

あれば(Qe+Qh)/(M・ ωeq2)で計算されるし峰axは、一定値となる。一方、αmaxは下式で計算されるため、

Ttt αpが同じであれば、 αvが大きくなるほど、大きくなる。

αmax=Qis。 /M・ g= (Qe+Qh)2+28(Qe+Qh)Qv+Qv2/M.g
(3.5)

ε=0.5

Qv=Cv・ Vr                                     (3;6)
図 3.2は、Fhが下限値を 0.0と した場合の検討結果を示す。この場合、告示計算の方がαm嵌 と略 ax

ともに小さく計算され、非線形粘性ダンパーの効果が大きく評価される傾向がある。この際の Fhの

最終値を表 3.1に示す。Fhが 0.4未満の場合は水色で塗りつぶしている。今回の検討ケースでは、告

示計算では下限値 0.4に達することが多いことが分かる。
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T,3s  Tf 4s  T卜 5s   Tf 6s   T,7s

1266
1100
0950
0815
0696
0591
0502

Fh Fh

α

α V

7

1117
0868
0665
0507

1045
0765
0553
0403

0975
0672

1 191

0980
0798
0645
0518

1045
0896
0765
0651
0553
0,471

0403

α

T'7s
Fh Fh Fh Fhα V

T「6sT,3s    Tf 4s    Tf 5s

0672     05790908
0732
0590
0477

0,782

0596
0460

α v Fh Fh

0450

006

T'6sT侍3s    T「 4s    T卜5s

0843
0717
0609
0519
0445

0672
0543
0446

0540
0428

0

0.01

0,02

0.03

0.04

表 3.1 告示計算 (Fh≧ 0.0)における Fhの最終値

※水色は 0.4未満の結果をしめす。
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まとめ

免震建物に非線形粘性ダンパーを設置した場合の簡易な応答予測法として、エネルギーの釣合に基

づく応答評価手法を開発し、応答予測曲線から簡便に免震層の最大変形と最大せん断力係数を求める

ことを可能にした。

なお、本予測法は非線形粘性ダンパーの設置量による大凡の応答値及びその値の変化の傾向をつか

むためのものであり、応答値の正解値を算出するものではないこと、及び適用範囲に注意して使用す

ることを御願いする。

参考文献

1)酒井直己、山崎久雄、高山峯夫、渡邊信也 :非線形粘性ダンパーの増設量に伴う免震層の応答の変化

その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (東北)、 pp.905‐ 906、 2009.8

2)浪田裕之、山崎久雄、高山峯夫、石鍋雄一郎 :非線形粘性ダンパーの増設量に伴う免震層の応答の変

化 その 2、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (東北)、 pp.907‐ 908、 2009.8
3)渡退信也、山崎久雄、高山峯夫、笠井和彦 :免震層の応答予測に用いる非線形粘性ダンパーのエネル

ギー評価法 その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (北陸)、 pp.235‐ 236、 2010。 9
4)酒井直己、山崎久雄、高山峯夫、笠井和彦 :免震層の応答予測に用いる非線形粘性ダンパーのエネル

ギー評価法 その 2、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (北陸)、 pp.237‐ 238、 2010。 9
5)山崎久雄、渡遇信也、高山峯夫、笠井和彦 :非線形粘性ダンパーを含む免震層の簡便な応答予測法

その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (関東 )、 pp.555‐ 556、 2011.8

6)渡邊信也(山崎久雄、石鍋雄一郎、高山峯夫、笠井和彦 :非線形粘性ダンパーを含む免震層の簡便な

応答予測法 その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (関東 )、 pp.557‐ 558、 2011.8
7)日 本建築学会 :免震構造設計指針 2001

8)秋山宏 :エネルギーの釣合に基づく建築物の耐震設計 技報堂出版 1999年 ■ 月
9)日 本建築センター :エネルギーの釣合いに基づく耐震計算法の技術的基準解説および計算例とその解
説 平成 17年 10月  p15等
10)日本免震構造協会 :免震部材標準ジス ト‐2005‐、pp.492‐ 524

11)秋山宏 :建築物の耐震極限設計 第 2版、東京大学出版会、1987.9
12)加藤勉、秋山宏 :強震による構造物へのエネルギー入力と構造物の損傷、日本建築学会論文報告集

pp9‐ 18, 1975.9

13)井和彦笠、鈴木陽、大原和之 :減衰力が速度の指数乗に比例する粘性ダンパーをもつ制振構造の等

価線形化法、日本建築学会構造系論文集 第 574号、2003,12

14)建設省建築研究所ほか :設計用入力地震動作成手法技術指針 (案 )、 1992.3

15)秋山宏、北村春幸 :エネルギースペクトルと速度応答スペクトルの対応、日本建築学会構造系論文

集 第 608号 pp.37‐ 43,2006年 10月

※検討の地震波には、日本建築センター、気象庁、防災科学技術研究所の公開波形を利用させていただ

きました。
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4.耐風設計部会

1.は じめに

耐風設計部会は 2007年 9月 に発足 し,「免震建築物の耐風設計指針の作成」を主たる目的と

して活動を進め,本年 9月 に 「免震建築物の耐風設計指針」の刊行を予定している。
これまでに,2009年 5月 技術報告会にて指針の骨格と免震建物の風応答性状の検討などの活

動成果を報告した。さらに,20H年に本会会誌 MENSHIN(2011年 2月 号)で ,「免震建築物
の耐風設計指針 (案 )」 として指針の本文と本文を理解するために必要と思われる解説を公開し

た。この時点では,ま だ設計に必要となる全てが解明されていたり,情報が整ったりしている
わけではないが,指針木安の整備を通して,設計として許容できること,あ るいは現在は見過ご
されてしまっているが安全性に影響しそうな事象などが明らかとなり,免震建築物の耐風設計
に早い段階で適用されることが望ましい事項も含まれていると考え,「免震建築物の耐風設計指

針 (案 )」 として紹介したものである。しかし,2011年 3月 11日 ,東北地方太平洋沖地震によ
り「東 日本大震災」がもたらされた。本協会は早速,応答制御建築物調査委員会を設置し,こ
の地震に対する免震・制振建築物の挙動について,調査・解析・評価し,効果の確認 と課題の

抽出を行なった。本部会では,これらの調査結果や報告に中で,指針に盛 り込むべき事項がな
いかの検討を加えている。

本報告では,「免震建築物の耐風設計指針」の本文 (案 )を紹介するとともに,指針に盛 り込
む予定の付録から,

「暴風の継続時間」,「暴風の累積作用時間の街易評価方法」,「免震層の簡易風応答評価方法」,
「免震層の風応答評価例」

の 4題を紹介する。
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2.免震建築物の耐風設計指針 (案 )
2.1指針 H目 次

1,一般

1,1適用範囲

1.2指針策定の基本方針

1.3免震建築物の耐風設計上の留意事項

2.風荷重の設定

3.免震層の設計

3.1評価項目

3.2耐風安全性の検証

4.免震部材の設計

4.1評価項目

4.2耐風安全性の検証

付録

付 1免震部材の性能試験法

付 2免震部材の風応答特性

付 3暴風の継続時間

付 4暴風の累積作用時間の簡易評価方法

付 5免震層の簡易風応答評価方法

付 6免震層の風応答評価例

2.2 指針 B本文 (案 )

1,一般

1.1適用範囲

(1)本指針は免震建築物 (中間層免震構造,戸建て免震構造を除く)の免震層の耐風設計に適

用する。

(2)本指針は,対象とする免震建築物の免震部材の速度依存性,振幅依存性及び風力の平均成

分のような静的な外力によリクリープを生じる部材 (以下,ク リープ性部材 とする)の影

響による,地震時の応答特性とは異なる免震建築物特有の風応答性状を実用的に評価する

方法を提示する。

1.2指針策定の基本方針

(1)極めて稀な暴風時の安全性の確保を目的とする。

(2)風荷重に対する最大応答量だけでなく,長時間の繰り返しに対する設計・検証方法を提示

する。

(3)風荷重は建築基準法告示に準拠して設定することを原則とする。

(4)免震層の挙動に注目し,は じめに免震層全体の挙動を予測し,次に予測された免震層の応
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答挙動に対して各免震部材の安全性の検証を行 うことを基本とする。

(5)風荷重に対する免震層の応答レベル (静的な力の釣 り合いによる)を 3段階に分け,それ

ぞれのレベルについて検証すべき事項を示す。

表 1.1 風荷重による免震層の応答状態とランク

ランク A
免震層の風荷重に対して,免震層が弾性挙動する範囲

に留まるケース

ランク B
免震層の風荷重に対して,免震層は弾性限を越えるが ,

風荷重の変動成分に対しては弾性挙動をするケース

ランク C
免震層の風荷重に対して,免震層は弾性限を越え,風

荷重の変動成分に対しても弾塑性挙動をするケース

1.3免震建築物の耐風設計上の留意事項

(1)免震建築物では同規模の一般建物に比べ,風直交方向・ねじれ振動の影響を受けやすくな

るので,慎重に風荷重の評価を行わなくてはならない。また,アスペクト比 (〃 /V】・D,

〃 :建物高さ,】 i建物の見付け幅,D:建物の奥行き長さ)が 3以上となる場合は,風荷
重の組合せ (風方向・風直交方向・ねじれ)を考慮する。

(2)免震部材の安全性評価は,免震部材の適切な繰返 し加振実験,も しくはそれに基づく評価

方法によつて行 う。

(3)長期荷重を支持する積層ゴムや滑り支承などの免震支承は交換が不要となるように,極め

て稀な暴風の事象後も免震支承の性能の変化・劣化を小さく留めることを原則とする。

(4)風 トリガーやス トッパー (鋼製のシアキーやロック機能付きオイルダンパなどで,強風時

に免震層の変形を抑制し,免震部材の過大な水平変形や残留変形,損傷を防止するための

機構)を採用する場合には,i風 トリガー等が所定の性能を有しているかの検証が必要であ

る。また,風 トリガーがないときの強風に対する最低限の安全性が確保されなければなら

ない。

(5)その他の留意事項

免震建築物は,同規模の一般構造建築物と比べ,風荷重の影響を受けやすいので,た とえ

ば下記の項目など慎重に設計する必要がある。

1)居住性レベルの応答

2)空力不安定振動

2.風荷重の設定

(1)風荷重は,構造物の形状,構造特性,建設地域および周辺の状況等を考慮して算定する。
この場合,水平面内の風向と直交する方向およびねじれ方向の振動並びに風荷重の影響が

顕著な部位の振動を適切に考慮する。

(ア )上記の評価に際して用いる風力係数は,告示や荷重指針に規定された値または風洞実

験等よく吟味された方法によつて求める。

(2)風荷重算定の基準となる地上 10mにおける平均風速 (基準風速)は下記とする。
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(ア )稀に生じる暴風時の基準風速は建築基準法施行令第 87条第 2項の規定に従って地表

面粗度区分を考慮して求めた数値以上とする。

(イ )極めて稀に生じる暴風時の基準風速は,稀に生じる暴風時の基準風速の 1.25倍 とす

る。

(3)風荷重の継続時間については,建設地点における気象条件や供用期間中の保守点検条件等

を吟味し適切に設定する。

(4)風荷重の算定は,建築基準法などに準拠することを原則とするが,周波数応答解析や時刻

歴応答解析などに基づくことができる。

3.免震層の設計

3.1評価項目

(1)免震建築物では同規模の一般建物に比べ,風直交方向・ねじれ振動の影響を受けやすく

なるので,風荷重の組合せをふくめ,それらの影響を十分に考慮する必要がある。

3.2耐風安全性の検証

(1)極めて稀な暴風時の免震層の応答状態として以下の 3段階を許容する。

i)ラ ンク A:

免震層の風荷重に対して,免震層が弾性挙動する範囲に留まるケース (すべての免震部材

が降伏応力を超えない場合。免震部材にクリープ性部材やすべ り支承を含む場合は,ク リ

ープ性部材 。すべり支承を除いた免震層の復元力特性が風荷重に対して弾性限以内に留ま

る場合やすべりの摩擦力のみで風荷重を上回る場合を含む )

。免震層の各部を弾性範囲に留める設計であり,上記状態を確認することで,風荷重に対

する免震建築物の健全性が確認されるものとする。

・全ての免震部材が降伏応力を超えない場合は,風荷重に対する特段の検討は必要ない。
・クリープ性部材。すべり支承を除いた免震層の復元力特性により風荷重に対する検討を行

う場合は,別途,こ の復元力特性から求まる免震層の変形に対して,ク リープ性部材・

すべ り支承の変形追従性を確認 し,ク リープ性部材 。すべり支承の継続使用に支障のな

いことを確認する。

il)ラ ンク B:

免震層の風荷重に対して,免震層は弾性限を越えるが,風荷重の変動成分に対しては弾性

挙動をするケース

・風荷重を平均成分と変動成分に分離し,それぞれに対応する免震層の復元力特性を用い

て,静的な力の釣合から求めた最大変形や塑性変形により構造安全性を検証することが

できる。その際,平均成分に対しては静的な荷重と見なしてクリープ性部材・剛すべり

支承を除いた免震層の復元力特性を,変動成分に対しては地震時の復元力特性を用いる

ことができる。

・風荷重による最大変形時に免震層の主要部分が弾性範囲であることを確認するほか,降

伏応力を超える免震部材の変形追従性,損傷度を評価 し,構造安全性を検証する。
・風荷重の長時間繰 り返しを考慮し,風荷重が 2～3時間連続相当の繰 り返しに対して,使
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用する免震部材が健全であることを確認する。

・クリ●プ性部材・剛すべ り支承を含む場合は平均成分により生じる変形が残留変形とし

て残るが,その変形に対して各部が長期荷重に対して安全であることを確認するか,原

位置に戻すなどの適切な対応を行 う。

前)ラ ンク C:

免震層の風荷重に対して,免震層は弾性限を超え,風荷重の変動成分に対しても弾塑性挙

動をするケース

・原則として,時刻歴応答解析による検証を行い,免震部材などの最大変形,疲労損傷の

評価を行い,構造安全性を確認する。
・免震部材の疲労損傷評価やエネルギー吸収量に対する評価などが必要となるため,風荷

重の大きさだけでなく,継続時間を含めた風荷重の詳細な設定が必要となる。
・風応答により生じた変形が残留変形として残る場合,その変形に対して各部が長期荷重

に対して安全であることを確認するか,原位置に戻すなどの適切な対応を行 う。
i極めて稀に生じる暴風時だけでなく,建物供用期間中の累積疲労損傷評価を行い,供用

期間中の健全性を確保する必要がある。

免震層の
層せん断力Q

平均風力に対する平均査位の推移
(ク リープ査移のな 場ヽ合)
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図 3.1風荷重に対する免震層の応答の概念図と免震層のランク
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4章 免震部材の設計

4.1.評価項目

(1)免震部材の設計において,極めて稀な暴風時およびその事象後も免震部材がその機能を保

持できることを耐風安全性評価により確認しなければばらない。

(2)耐風安全性の評価においては,風荷重変動成分による長時間繰返し変形に対する疲労損

傷,剛性低下,耐力低下および温度上昇の影響,さ らに風荷重平均成分によるクリープ変

形特性や長時間変形の影響,小振幅特性など風荷重時に特徴的な評価項目が適切に考慮さ

れなければならない。

(3)温度上昇の影響や繰返し変形による免震部材力学特性の変化は過大であってはならない。

また,その特性変化が応答値に影響する場合には,風応答値の評価においてこれを考慮す

る必要がある。

(4)鋼材の疲労など,供用期間中の地震や頻度の高い強風により損傷が累積する免震部材にお

いてはこれを考慮して健全性の評価を行なうものとする。

(5)暴風の後に残留する水平変位を評価 し,安全性の評価を行わなければならない。

表 4.1 免震部材耐風設計上の評価項目

免震部材 想定される安全性評価項目および留意すべき応答特性

積層ゴム支承

鉛プラグ入 り積層ゴム
温度上昇の影響,ク リープ性状,残留変形,微小 (居住性)～

小振幅特性

錫プラグ入 り積層ゴム 同上

高減衰積層ゴム
温度上昇の影響,ク リープ性状,繰 り返しによる岡1性低下,残

留変形,微小 (居住性)～小振幅特性

滑り。転がり積

層ゴム支承

滑り支承
温度上昇の影響 (特に高摩擦),コ ーティング表面損傷,摩擦

材磨耗

直動転がり支承 転がり疲労,フ レッチング

弾塑性 ダ ンパ
鋼材ダンパー 疲労石皮断,他外乱を含む疲労蓄積

鉛ダンパー
温度上昇の影響,ク リープ性状,疲労によるひび割れ・破断

微小 (居住性)～小振幅特性

流 体 系 ダ ンパ
オイルダンパー

温度上昇の影響,シールパッキングの損傷,微小 (居住性)～

小振幅特性

粘性体ダンパー
温度上昇の影響,シールパッキングの損傷,微小 (居住性)～

小振幅特性

112



4,2.耐風安全性の検証

(1)免震部材の耐風安全性の検証は,それぞれの部材の特性と応答レベルに応じて,免震都材

実験結果やそれに基づく安全性評価法および安全限界に関する知見に基づいて行 うもの

とする。

(2)免震部材の耐風安全性の評価は,それぞれの免震部材の応答状態を表す以下のランク a～

cの 3段階に応じて行 うものとする。

1)ラ ンク a:

風荷重に対して免震部材の降伏応力を超えない応答状態であり,安全性検証は簡略的に行

ってよい。地震応答解析用復元力特性における降伏応力より小さな振幅レベルであつても,

小振幅特性として弾塑性挙動を示す部材においては,ラ ンク bと して扱 うことが望ましい。

■)ラ ンク b:

風荷重に対して降伏応力を超えるが変動成分に対 して降伏応力を超えない応答状態であ

り,安全性検証を適切に行わなければならない。その際,免震部材に作用する風荷重変動

成分について,その最大振幅値を基に適切な方法により,等価な一定振幅の正弦波繰 り返

し荷重に変換して,安全性の検証を行 うことができる。

血)ラ ンク c:

風荷重の変動成分に対しても降伏応力を超える応答状態であり,安全性検証をより慎重・

詳細に行 う。免震層風応答のランクがランク Cの場合,よ り詳細な風荷重が評価されてい

るので,それを考慮して評価を行 う。また,風による繰 り返し変形により力学特性が変化

する可能性がある部材については,そ の変化が十分小さい範囲か,免震建築物風応答評価

に考慮した力学特性変化が適切かについても判定しなければならない。

なお,オイルダンパーなど流林系ダンパーにおいては併設されている主要履歴系免震部

材のランクを準用するものとし,併設される履歴系ダンパーがない場合はランク bも し

くイまcと する。

(3)免震部材に作用する風荷重を等価な一定振幅の正弦波繰返 し荷重に変換する際には,その

継続時間および変動荷重正弦波振幅を適切に評価 しなければならない。等価継続時間につ

いては建設地の気象条件による風速の経時変化などを吟味して設定し,風荷重変動成分の

等価荷重振幅については,当該免震部材の評価すべき項目に応 じて,累積疲労損傷度,エ

ネルギー吸収量,累積滑 り変形量などが等価になるよう,別途評価された風荷重最大値に

低減係数を乗じて設定する。

(6)ダンパー部材の亀裂・ひび吉1れや免震層に大きな残留変形などが生じるなど免震部材の性

能が低下する可能性が予測される場合,あるいは,風 トリガーやス トッパーにおいて,当

該部材を初期の状態に戻す必要がある場合など,こ れらに対する対処方法が当該建物の維

持管理計画等において明確にされていなければならない。
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3(付 3)暴風の継続時間

1,暴風の累積的作用の評価

免震部材は弾塑性の性質を活かしたダンパー等が用いられるため,一般的な建築物で実施され

る部材の最大応力度による安全性照査に加えて,総エネルギー入力または累積疲労損傷度等の

暴風の累積的作用を的確に評価 し,安全性を検証する必要がある。このための風速の継続時間

に関する情報は十分に整理されているとは言い難く,本項では幾つかの文献を参考に,継続時

間の評価方法について解説する。

免震構造物に累積的に作用する風の影響としては,

1)供用期間中の中弱風

2)年 1度程度の強風 (主 として居住性を評価する,再現期間 1年程度 )

3)稀に生じる暴風 (建築基準法第 87条第 2頂 ,再現期間 50年程度 )

4)極めて稀な暴風 (3の 1.25倍 の風速,再現期間 500年程度 )

等が考えられる。

1)については,過去 10年程度の最寄りの気象官署の観測記録をフイブル分布等で近似する手

法が環境アセスメントで風 r呆―境を評価する際に良く用いられ,参考にすることができる。2)に

ついては, 日本建築学会 「建築物荷重指針・同解説 2004」 (以下,荷重指針)等に掲載されてい

る。また,3),4)については,建築基準法の当該部分によるほか,荷重指針等を参考にするこ

とができる。ただし,こ れらのうち,供用期間中の累積作用を評価する上で必要な継続時間等

に関する情報を利用できるのは,1)のみであり,2)～ 4)については,別途何らかの方法でその

継続時間を評価 しなければならない。継続時間の評価については,以下に示す手法を使用する

ことができる。

2.等価継続時間の評価

一つの強風イベントを対象に,そ の等価継続時間を評価する方法について解説する。

気象官署における観測記録等に基づく 10分毎の平均風速の時間変化を有する強風イベント下

での総エネルギー入力や累積疲労損傷度を考える。等価継続時間は,その強風イベン トの(10

分間平均)最大風速が継続 した場合に,そ の強風イベントによる総エネルギー入力や累積疲労損

傷と等価になるような継続時間 為?と して次式により求める
1ち

娩?=β倣′/gy max10          (1)

ここで,身。筋′は強風 1イ ベン トの総エネルギー入力 (ま たは,累積疲労損傷),c〔 /1nax1 0は ,強風

1イ ベントの最大風速(10分間平均風速)が単位時間作用した時のエネルギー入力 (ま たは,累

積疲労損傷)を表す。

身。筋′や g〔ァ1ュiax 10を 求めるには様々な方法が考えられ,特に限定する必要は無い。ここでは,便宜

的に構造物の代表高さにおける設計風速と応答の関係が近似的に べき関数で表わされる場合

が多いことを利用して,以下の様に見積もる。

荷重効果として,累積的な影響を考慮すべき総エネルギー入力,累積疲労損傷度を対象とする。

単位時間(例えば 10分間)当たりのエネルギー入力 cは ,運動エネルギーに比例し,運動エネル

ギーは速度応答の 2(=ァタ?』)乗に比例する。また,速度応答は風速の 2～ 3(=刀7)乗に比例すると見
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積もられる1ち

β =(,1〔ナ"β
〃V

(2)

ここで,7,?E=2,ηッ=2～ 3程度の値をとる。

一方,単位時間当たりの疲労損傷度 Dは ,SN曲線の両対数表現の勾配(=脇d)と 風速のべき(=ηか
乗に比例する応答変位の変動成分から,風速の陶dヵ′乗に比例すると見積もられる化

D=C2y″ d〃′ (3)

ここで,“d=3程度の疲労曲線で決まる値, 刀′=2～ 3程度の値をとる。
以下では,幾つかの気象官署における強風イベントに対する等価継続時間の評価例を示す。
これらの計算例から,最大風速の増加と共に等価継続時間は短くなる傾向にある。その値は概

ね 2～3時間程度である。ただし,神戸海洋気象台に見られるような例外的地点もあり,注意が

必要である。

表 1 東京管区気象台観測記録による等価継続時間の値

年月日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分 )
強風イベン ト

“

刀=4.4 ,ηη=9.0

2001年 09月 11日 17.7 51 18 台風 0115号

2004年 12月 05日 17.5 57 20

1997年 05月 08日 15,4 117 31

2007年 09月 06 日 14.9 302 97 台風 0709号

2008年 02月 24日 14。 2 207 71

3180

ざ 120

60

0 5

０

　
　
０

６

　
　
０

0
10
こちὴ

ェ

ィ(コVS)
15 20

図 1 東京管区気象台における最大風速 賜明 と等価継続時間 娩?と の関係

表 2 神戸海洋気象台観測記録による等価糸匹続時間の値

1997～ 2008年東京管区気象台

η?,?部 .41

■

■ l

い

ア,?刀=9 ヽ
Ｌ

芍

ヽ
　
　
　
ヽ

０

　

」、
。

●
０

年月 日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分)
強風イベン ト

η?η=4.4
“
刀=9,0

2009年 10月 08日 25。 1 211 122 台風 0918号

2004年 10月 20日 17.7 239 116 台風 0423号

2001年 08月 21日 17.6 298 1 11 台風 0111号
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2003年 01月 28日 15.8 90 31

2002年 08月 19日 15.5 263 120

2006年 H月 07日 1 5 1 134 50

360
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_ 240
点~  180

礫
ぎ
 120

60

0
0 6 12    18

ち,体 (111/S)
24    30

図 2 神戸海洋気象台における最大風速 ち ,メ と等価継続時間 駐?と の関係

表 3 鹿児島地方気象台観測記録による等価継続時間の値
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図 3 鹿児島地方気象台における最大風速 囁 ,xと 等価継続時間 娩Tと の関係

3.仮想台風による設計用風速時刻歴の生成

台風による暴風時の風速時刻歴を生成する手法について解説する。

風速の時間変化を検討するには,台風シミュレーションのみによる方法も考えられるが,複雑

な地形の影響などがある場合には,再現性の高いシミュレーションは困難である。以下では,

0
0

1997年～2009年

神戸海洋気象台 ■
風速上位6位

/,?ヵ=4.4

■
Ю

．

　
●
．

アタ?″=9.0

●
●

■

年月 日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分 )
強風イベン ト

ヵ?刀=4.4 ,,夕胞=9.0

2004年 09月 29日 31.5 89 46 台風 0421号

1999年 09月 24日 30.8 109 53 台風 9918号

2005年 09月 05 日 28.2 135 50 台風 0514号

2006年 09月 17日 24.4 157 73 台風 0613号

2002年 08月 31日 18.4 510 296 台風 0215号

999～2008年 鹿児島地方気象台

】

Ｌ

ヽ
　
　
　
ヽ

ヽ

■

ヽ

０

7,?η=9,0

0｀｀
'''力

=4.4

ヽL

上位5位  ・
ヽ
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実観測記録をベースに台風モデルに基づくスケーリングを適用した再現性の高い台風時の風速

を合成する手法を解説する。この手法は,照査対象地点における過去の台風時の風速観測記録
から要素記録を選択し,その台風の気圧場パラメータが変化した場合の仮想的な台風時の風速
を求める方法であると

設計対象地点最寄の気象官署等の顕著な台風の観測記録を要素記録とする。さらに,その台

風の経路情報および気象台における地上気圧観浪上記録から,気圧場のパラメータ (中 心気圧低

下量,最大旋衡風速半径,移動速度等)を同定する。
想定する台風 (以下,仮想台風)は要素記録の台風 (以下,要素台風)と 同一の経路をたどる

ものとする。また,仮想台風の中心気圧,最大旋衡風速半径,移動速度等は,要素台風と異な

る値をとることができるものとする。さらに,要素台風の風速を 暁_。ぅs,仮想台風の風速を とアdノ〃

とし,これらの風速は同心円状の気圧場に伴って発生する風速場(要素台風 暁_1ンフ'仮想台風 〔
ナνフ)

が,大規模地形や地物の影響娩ルを線形的に受けた結果であると仮定する。すなわちュ

y¢
_。ぅ。=[ァσ_ル・βθηソ

。
(4)

(5)

が成 り立つものとする。

さらに,(4)式の同心円状気圧場の傾度風は台風パラメータから台風モデルを用いて求められ ,

(4)式 ,(5)式に現れる大規模地形,地物等の影響伊ぁ)は両式で同一と仮定する。(5)式は,次の

様に書き直される。

(6)

一方,風速の時間変化はいわゆる spectral gapよ り長い周期の変動は気圧場の移動で支配され

ると仮定し,気圧場の位置,移動速度を代表長さL,代表速度 yに とつて,要素記録の時間ス

ケールから次式で与えられる無次元時間τを介して仮想台風の時間スケールに変換する。

τ=T/(L/[ア ) (7)

台風モデルとしては,気圧場には Schlocmer5)の モデル,風速場のモデルには Mengら ののモ

デル等を用いることができる。

以下に計算例を挙げる。

鹿児島地方気象台における過去の日最大風速順位 2位の風速を生じさせた台風 9612号を要素

台風とする。同気象官署周辺は粗度区分 Ⅲ と判断され,測器高さ地上 45mに設計風速(標準状

態,粗度区分Ⅱ,地上 10m)を 変換 した値 45.lm/sを 目標値 とする。社ial and e∬ orの結果,次の

2通 りを設定する́ことが出来た。

a)中心気圧低下量 DPを 1.6倍

b)中心気圧低下量 DPを 1.5倍,移動速度 Cを 2,0倍

a),b)の仮想台風時の風速時刻歴を要素記録と共に図 4に示す。ただし,最大風速発生時が一

致するように図示している。解析に際して,台風パラメータは,1時 間毎の同定値を線形的に
内挿し,外挿する際は最も近い時刻の値を用いた。

a)では,最大風速発生時の中心気圧低下量 DPは 85.OhPaで あり,これは台風の中心気圧

P√928.hPa(=1013‐ 85)に相当する。b)では,最大風速発生時の中心気圧低下量 DPは 79.8hPa

Ъ =ら・ら

y期 =Ψψ/呪 ば 呪_。騰

117



24:00

記録

3155N,13055E,Ha‐ 450m

中 下量16倍

０

　

　

０

　

　

０

　

　

０

　

　

０

５

　

　

４

　

　

３

　

　

２

　

　

１

６
＼自
）
０
のΦ缶
∽
Ｏ
Ｅ
と
ｒ

０

　

　

０

　

　

０

　

　

０

　

　

０

５

　

　

４

　

　

３

　

　

２

　

　

１

分
＼日
）
０
８
住
∽
〕
。
日
と
ｒ

で(中心気圧 933.2hPaに 相当),相当する移動速度 σは 18.4m/sと なった。
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図 4 鹿児島気象台における要素記録(9612号 )と 仮想台風による風速時刻歴

4.シ ミュレー トされた仮想台風による風速時刻歴の等価継続時間の評価例

計算例として,羽 田アメダス(AMeDAS)における仮想台風風速および観測記録に対する等価継

続時間を以下に示す。

東京都内における台風による強風の観測記録として,2004年台風 22号の羽田アメダス観測地

点における 10分間平均風速時刻歴を用いる。同観測記録は,同観測地点における歴代 1位の最

大風速をもたらしている。

次に,設計での想定として,建築基準法設計風速 /0=34m/s,極稀に発生する暴風 42.5m/s(=1.25

×/0)の条件を設定する。パラメータチューニングの結果,中心気圧低下量 DP倍率=1.83,移

動速度 C倍率=0.5,最大旋衡風速半径 R″倍率=1,0倍 とした。この設定に当たっては,参考文

献 7に示されるパラメータの感度解析結果を参照した。生成された風向・風速時刻歴を図 5に

示す。

羽田アメグスにおける台風時の観測記録,ま た図 5の仮想台風による風速波形に対して、(1)
式から求めた等価継続時間を表 4に示す。同じ強風イベン トの風速時刻歴でも、累積荷重効果

を与える風速のべき指数
“
刀が大きいほど,等価継続時間が短く評価される。

“
ηは構造物が風

に対して敏感な場合に大きな値をとることが予想されるため、一般的な構造物の
“
刀の値に対

して等価継続時間を評価しておけば、より風に敏感な建物には安全な設定になることが期待さ

れる。

50

０

　

　

　

０

　

　

　

０

　

　

　

０

４

３

２

１

参
造
じ
Ｏ
ｏｏ畠∽
０
編
蘇ヽ

0
0     10    20 30    40

TlhOur)
50     60     70

121

3155N,13055E,Ha‐ 450m ZF0

中心気圧低下量15倍

移動速度20倍
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図 5 気圧場パラメータの調整により生成された仮想台風時の風速時刻歴
地点 :羽田アメダス,要素記録 :台風 0422,MA―ON

表 4 強風イベントの等価継続時間

強風イベン ト

等価継続時間 (min。 )

(累積荷重効果を与える風速のべき指数
“
η)

傲η=の 1 徽η=り 1 徽771の

仮想台風による風速(図 5) 64. 49 40.

羽田アメグス T0422

最大風速 :29m/s(図 5の要素記録)
33 25 21

羽田アメグス T0709

最大風速 :27m/s
146. 83 54.

5,注意事項
① 最終的な安全性を検討する場合は,強風のみならず,他の荷重効果による累積的影響を
評価する必要がある。

② 継続時間の評価に当たつては,単二の強風イベントについて考慮することはもとより,
引き続き同じ免震部材を使用し続ける場合は,供用期間における累積的な影響も考慮す

る必要がある。その際には;後述する付4ま たは参考文献2),8)が 参考となる。

③ 風速と応答の関係が単純なべき関数で表わされない場合は,別途検討する必要がある。
後流渦による共振効果が顕著な場合,免震部材の特性が大きく変化する場合等がこれに

相当する。ただし,疲労損傷度は強風時の影響が非常に支配的であるので,設計風速で

考慮する風速範囲で仮定を満たしていることを確認すればよい。

④ 上記の評価手順の一部を,最新の研究による,さ らに高い予測精度の台風モデルや応答
予測モデルで置き換えることは可能である。

参考文献

1)松井 :強風イベントの等価継続時間,吉江,風速と速度応答の関係,耐風設計部会資料,日

本免震構造協会,2010

2)松井,田村,風応答による構造部材の累積疲労損傷特性 ,日 本建築学会大会,B‐ 1,pp.277‐278,

2008

3)松井,大熊,田村,経験的風況特性を用いた仮想台風による風速時刻歴の生成方法,日本建

築学会大会,B‐ 1,pp.H5-116,2009

4)鈴木,竹中,近藤,飯場,大熊,松井,高層免震建築物の風応答時>1歴解析による検討(そ
の 3), 日本建築学会大会,2011(投稿中)

5)SchiOemer,R.恥 1(1954)Analysis and synthesis of huFiCane wind pattems over Lakc Okechobee,
Florida.Hydromet.Report No.31

6)Meng,Y,Matsui,M.and Hibi,K.(1997)A numcrical study ofthe wind tteld in a typhoon boundary

layer,Joumal ofヽVind Engincering and lndustrial AerodynaHics 67&68,437‐ 448
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7)Matsuiク M.,Ohkuma,T.and Tamura,Y(2010),Evaluation of time history of design wind specds

using typhoon lnodel and empirical wind characteristics,34th IA]3SE Symposiu■ l on large structures

and infrastructures for environmentally constrained and urbanized areas,Venice ltaly.

8)安井,大熊,吉江,鶴見,供用期間における暴風の累積作用時間の簡易評価方法 その 1.
～2., 日本建築学会関東支部研究発表会,2012
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4.(付 4)暴風の累積作用時間の簡易評価方法

1. はじめに

暴風の累積的な作用効果を評価する際にその対象となる暴風としては、付 3において取り上

げた 1つの強風イベントの他に、ある期間における全暴風が考えられる。ここでは、照査の対

象期間という意味で照査期間と呼ぶこととする。また、後述するように、ここで対象とする暴

風は台風だけでなく台風以外を要因とする暴風も含み、その再現期間は 1年～500年 と広範囲

の強さをもつ風を含んでいる。その意味では暴風と呼ぶ程には高い風速ではないものも含まれ

るが、ここでは、これら全てを含めて暴風と呼ぶこととする。

ここでは、文献 1)92),3)の考え方を参考に提案されている暴風の累積作用時間を簡易に評価す

る方法
4)を
示す。ただし、ここで評価される風速は年最大級の風速のみであり、日常的な風の

作用時間は含まれない。照査期間が長い場合や免震部材の疲労特性によつては、日常的な風速

を含めた累積作用時間の評価が必要となる場合も考えられるので、留意が必要である。

2.簡易評価方法の概要

照査期間における暴風の累積作用時間の簡易評価方法は、以下の 2つの簡易評価方法により

なっている。なお、この簡易評価方法は、伊豆諸島,薩南諸島,大東諸島,先島諸島および小

笠原諸島を除く日本全国について適用できる。

① 照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法

② 暴風の風速の時間変化の簡易評価方法

2.1 照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法

照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法は、「建築物荷重指針・同解説(2004)日 本

建築学会」(以降、荷重指針と呼ぶ)を用いるものである。手順は以下の通 りである。

① 照査期間Ⅳ年におけるデ番目に大きな暴風の再現期間 r年の評価には、修正 Janscn&

Frank法および Hazenプ ロットに基づく経験的再現期間を用いる。ただし、 ,,夕 は年平

均暴風数である。
'1 冷=Ⅳ/0-0.5)  O=1,… ッⅣ)            い 4-1)
② 再現期間′年の最大風速峰 は荷重指針の基本風速 yO、 再現期間 500年の風速 y500お

よび再現期間換算係数ん′ψより算定する。

y′ =υO転ν                            (付 4-2)

た′ψ=0.63似y-1)ln r_2.9允υ+3.9(付牛3)

九υ=〔ナ500/〔アo                            (付 牛4)
これらの式で表わされる上位Ⅳ個の再現期間は 2Ⅳ 年から約 1年に相当し、年平均の暴風数

脇が 1以上であれば、これらの式で表わされる再現期間は年平均の暴風数
“
に依存しない。し

たがって,照査期間Ⅳ年におけるデ番目に大きな最大風速〔ナ河の経験的再現期間冷が式(付 4… 1)

によつて得られるので、その結果を荷重指針による(付 4-2)～ (付 4-4)に代入すれば、順次最大

風速が得 られることになる。

前述したように、照査期間Ⅳ年における 1番 目に大きな最大風速の経験的再現期間は 2Ⅳ 年

に相当する。ことから、照査期間が 250年未満の場合には「極めて稀に発生する暴風」は含ま
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れないことになり、「極めて稀に発生する暴風」に姑する安全性の検証と累積疲労損傷度に対す

る安全性の検証に不整合が生じる。しかしながら、設計の観点からみた場合には、照査期間が

250年未満であっても、照査期間に発生する全暴風に加えて、少なくとも 1つの「極めて稀に

発生する暴風」による累積疲労損傷度に対する安全性が担保されなければならない。そこで、

ここで評価する累積作用時間は、照査期間が 250年未満の場合でも、照査期間N年に発生する

全暴風に加えて 1つの「極めて稀に発生する暴風」を加えた累積作用時間とする。

2.2 風速の時間変化の簡易評価方法

暴風の風速の時間変化の簡易評価方法は、台風シミュレーション結果から再現期間 1年～500

年の風速の時間変化を抽出し、台風の最大風速に対する風速比一時間の関係をモデル化したも

のであり、以下のような手順による。

① 対象地点の緯度θ∬(° )をパラメータとし、時間変化を表わす係数を式(付 4‐ 5)よ り算

定する。

Cl=min← 0.532+0.0192θⅣ,0,217)                     (付 牛5)
C2=min← 0.444+0.0210θⅣ,0.375)                     (付 牛6)

② 係数 Cと および C2の場合には式 (付 牛7)で風速比 /[デ O)一 時間チ(h)の 関係を評価する。

勺O)=t+Clチ1/Exp修 2チ070)                         (付 牛7)

③ 先に算定した各暴風の最大風速に式(付 牛9)あるいは式(付 4-10)を 乗じて、10分毎の風

速を算定する。

東京における式(付 牛9)と 台風シミュレーション結果を比較して付図 4-1に示す。

r

０

　
　

０

　
　
０

　
　

０

〔ア

6 12

チ(h)

東京

18     24

付図 4-1 簡易評価法と台風シミュレーション結果による風速の時間変化の比較事例

3.算定例

以下の条件について、簡易評価方法による照査期間の累積作用時間の算定例を示す。

建設地点    :東 京 (緯度 :35.6° )
地表面粗度区分 :Ⅲ の平坦地  Zc=450 m   α=0.2
基本風速 yO  :38m/s    y500=43m/s

照査期間Ⅳ   :100年
建物高さ    :80m

式(付4-7)

!ヽf
■ _l

ンシミュ ―ショ風

3.1 照査期間の暴風の最大風速の算定例
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ここで評価する暴風は、照査期間Ⅳ年中における上位Ⅳ個の暴風と 1つの再現期間 500年の

暴風とする。

照査期間Ⅳ年中の建物頂部におけるデ番 目に大きな暴風の最大風速は、前述の式(付 牛1)～式

(付 牛4)と 、荷重指針における風速の鉛直分布係数どの基準高さ打における値β〃を考慮するこ

とで順次算定できる。

例えば、1番 目に大きな最大風速は、以下のように算定される。

埼=VO-0.5)
=100/t-0,5)

=200年

免υ=43/38           
た
'ψ

=0.63似 y~1)ln吟 _2.9免υ+3.9
=0.63× t,132-1)× ln(200)-2.9× 1.132+3.9

=1,132
=1.058

β打=1・7× l〃″ち)α
=1.7× 180/450)020

=1.203

〔ア声=こナ0た翻             〔ァ〃:=こナr,ど打

=38× 1.058                      =40.2× 1.203

=40,2湖s                       =48.4■ ys

照査期間の暴風の最大風速の算定結果を付表 4‐ 1に示す。

付表 4-1照査期間における暴風の最大風速

こ′

51,7

48.4

留 .2

42.3

41.0

40,0

39.3

38.6

38.1

37.6

37.2

97 28.4

98 28.4

99 28.3

100 28.3

3.2 暴風の風速の時間変化の算定例

暴風の時間変化を表わす式として(付 牛9)を用いる。検討地点の緯度より暴風の最大風速に対

する風速比は以下のように表わされる。

〔ナ500

2

3

4

7

5

6

8

9

10

r,(年 ) 々 〔ナ声 (lrys)

500.0 1,132 43.0

200.0 1.058 40.2

66,7 0。967 36.7

40.0 0。924 35。 1

28.6 0.896 34.1

22.2 0.875 33.3

18.2 0.859 32.6

15,4 0.845 32.1

13.3 0,833 31.7

11.8 0.823 31.3

10.5 0.814 30。 9

■0 0.621 23.6

1.0 0.621 23.6

■0 0,620 23.5

hO 0.619 23.5
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CI=min← 0.532+0.0192θⅣ,0.217)
=min← 0.532+0,0192× 35.6,0.217)

=0.152

C2=mh(-0.444+0.0210θ Ⅳ,0.375)

=min(-0.444+0.0210× 35.6,0.375)

=0.304

rこ/O)=O+σ lチ 1/ExplC2´
070)

=O+0.152r1/ExpO,304r070)

y〃
O)=とナ汀lttO)

前節付表 4-1に対応 して風速の時間変化を算定した結果を付表 4-2に示す。

付表 4‐ 2 照査期間の暴風の時間変化

す(h)

23.833

14.6

13.6

12.5

lL9

lL6

lL3

11.1

10.9

10.7

10.6

10.5

97

98

99

100

3.3 暴風の累積作用時間および等価累積継続時間の算定例

風速のビンを lm/sと して、暴風の累積作用時間および等価累積継続時間を算定する。なお、

ここでは、照査期間における累積疲労損傷度と等価となる「極めて稀に発生する暴風」の等価

な継続時間を等価累積継続時間と呼ぶこととする。また、風速の中央値が yμ′で累積作用時間

T々 である場合の等価累積継続時間ろ?″ は、「極めて稀に発生する暴風」の建物頂部における風

速を y打 ,/=500、 削刀=9と すると、以下のように算定できる。

T留
,そ=身 l[ブ財/y〃″=500)"〃

前節付表 4‐ 2に対応して算定した暴風の累積作用時間および付 3に示した等価累積継続時

〔ア

2

3

[ア500

4

5

10

6

7

8

9

8.0

8.0

8.0

8.0

0 0.167 0.333 0.500 0.667 23.500 23.667
[′〃′

(111/S)

14.751.7 51,7 48.7 47.2 46.2 45.3 14.8

審 。1 43.2 42.4 13.9 13.748.4 48.4 45.5

44.2 44.2 41.6 40.3 39,4 38.7 12,7 12.6

42.3 42.3 39,7 38.6 37.7 37.0 12.1 12.0

1■7 1■741.0 41.0 38.5 37.4 36.6 35。9

40,0 37.6 36.5 35。 7 35。 1 11.5 1■440,0

39。 3 39,3 36.9 35.8 35.0 34.4 li3 1■2

38.6 38.6 36.3 35,3 34.5 33,9 11.1 1■0

34.0 33.4 10。 9 10.838.1 38.1 35。 8 34,8

37.6 37.6 35。 4 34.3 33.6 33.0 10.8 10。 7

37.2 37.2 35.0 34.0 33.2 32.6 10。 7 10.6

26.7 25,9 25.4 24.9 8.1 8.128.4 28,4

28.4 28.4 26,7 25,9 25.3 24.9 8.1 8.1

28.3 28,3 26.6 25.9 25.3 24.8 8.1 8.1

28.3 28.3 26.6 25.8 25.3 24.8 8.1 8.0
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間の算定結果を付表 4‐ 3に示す。なお、同表では、「極めて稀に発生する暴風」とそれ以外の

暴風に分けてそれぞれ算定した結果を示している。

同表の最下段の合計に示すように、疲労損傷度の観点からみると「極めて稀に発生する暴風」

は、再現期間 500年の風速が約 1時間連続して吹いた場合と等価となり、「極めて稀に発生する

暴風」を除く照査期間 100年の全暴風は「極めて稀に発生する暴風」の約 3個分に相当するこ

とになる。

付表 4-3 暴風の累積作用時間と疲労損傷に関する等価累積継続時間

こア
,た

合計

(前S) 等価累積継続
日寺間(mh)

10.0

10,2

5.9

7.5

00

203.0
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5.(付 5)免震層の簡易風応答評価方法

1.は じめに

風外力には平均風力が存在し、継続時間が長いといつた地震力とは異なつた特性がある。こ

れらの風外力の特性によつて、免震部材に無視し得ない大きさでクリープ変形が生じる場合が

あることが近年の研究によつて明らかになってきている
1)。

ここで示す簡易風応答評価方法は、このクリープ変形を考慮した免震建物の簡易な風応答の

評価方法である。

2.ク リープ性を有する免震部材のクリープ特性
2),3)

クリープ性を有する免震部材のクリープ特性の実験事例を示す。

試験体は直径 φ500mmの鉛プラグ入 り積層ゴムで、その降伏荷重相当のせん断力 2Jは 66kN

である。実験は、面圧σ=12 MPa一定とし、一定水平荷重(2=22,33,44kN)を 載荷 した後、正弦

波水平荷重(Z2=22,33,44kN、 周期 3秒)を連続 2時間に渡つて加振したものである。実験より

得 ら れ た 水 平 変 位 ― せ ん 断 力 の 関 係 を
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せて示 している。

さ
ヽ
ふ

４０

２０

００

８０

６０

４０

２０

０

２
主）側
矩
昨
※

140

120

140

120

ミ
ｓ
ヽ
お
寸
ヽ
Ｇ

|ョユ
1平均水平力との釣り合い点

２
主）側
矩
昨
蚤

Qr

点ヽ

‐
「
‐
‐
／
ムのみを考
均水平力と

慮 の
点

００

８０

６０

４０

２０

０

２
主）側
煙
昨
く

曾

平

平均水平 り
与 Ｔ

Ｐ
・，す
‐Qr‐Qd Qr‐Qd Q卜Qd

0  20 40  00  80 100 120 140       0  20  40  00  80 100 120 140       0  20 40  60  80 100 120 140

水平変位lmm)            水平変位(mm)            水平変位lmm)

a)Q士∠lQ=22± 22kN      b)QttИ Q当3士鶴 kN      c)Q士 ∠lQ=44上 44kN

付図 5‐ 2 鉛プラグ入 り積層ゴムの一定水平力+正弦波荷重に対する復元力特性

刊26



同図に示すように、水平変位は時間の経過と共にクリープ変形によって増加 している。載荷
荷重が降伏荷重相当値の 500/。を超える場合の平均水平力に対する水平変形は、ゴム剛性のみを
考慮した場合の釣 り合い点と概ね一致している。

3.簡易風応答評価方法

免震シス冴ムは、以下の 4種類の免震部材の全てもしくは積層ゴムを含むそれら一部の組合
せで構成されると仮定する。

・積層ゴム

・ クリープ性を有しない弾塑性ダンパー(鋼棒ダンパー、摩擦ダンパー、滑り支承など)
・ クリープ性を顕著に有する弾塑性ダンパー(鉛ダンパーや鉛プラグ入 り積層ゴムの鉛プ
ラグ、錫プラグ入 り積層ゴムの錫プラグなど)
・流体系ダンパー(オィルダンパーなど)
ここにいう「クリ‐プ性を顕著に有する」とは、そのダンパーが風荷重の平均成分に対して
全く抵抗できないと仮定できることを意味し、各種の免震部材は風荷重の平均成分および変動
成分に対する特性によって付表 5-4の ように分類できる。

付表 5‐ 4 各免震部材の風荷重に対する特性
免震部材の種類 平均成分 変動成分

積層ゴム 有効 有効

クリープ性のない弾塑性ダンパー 有効 有効

クリープ性の顕著な弾塑性ダンパー 無効 有効

流体系ダンパー 無効 有効

4.評価事例

ここでは、天然ゴム系積層ゴム、鋼棒ダンパーおよび鉛ダンパーの 3種から構成される免震
システムについて取り上げる。各部材のスケル トンカーブを付図 5‐ 3に示すように、積層ゴ
ムは弾性、鋼棒ダンパーと鉛ダンパーはバイリニアである・とする。

娩言β慄 ∫ゝ て2L βL【lL

てR lS lL

2σ 2

助翫

/

積層ゴム 鋼棒ダンパー 鉛ダンパー

付図 5‐ 3 部材のスケル トンカーブ

風荷重は、平均荷重 2,″ と最大変動荷重 2′ を有し、その最大荷重 2maxは 21nax=2″ +2′ であ

ズ  務 /  軌
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るとする。さらに、免震層最大変位は、平均荷重 2″ による平均変位 /″ と最大変動荷重 2′ に

対する最大変動変位χ
′からなり、最大変位 /maxは /max=/p+χ′で評価できるものとする。

このような仮定により、平均荷重 2"と 最大変動荷重 2'に対する釣 り合い式は、各部材の状

態に応 じて 5組に分類され、それぞれ以下のように表わされる。この 5組の釣 り合い式をそれ

ぞれ解くことで、最大変動変位労
′
、平均変位 /″ および最大変位 /in露 =/ヵ +χ

′が得られる。

(1)鉛ダンパーも鋼棒ダンパーも降伏を経験していない状態

2′ =|(R+て ls tt Klと >′

2′″=征R+KIslズ
"

なので、

(付 5-1)

(付 5‐2)

χ
′
=

σ
′

(付 5-3)
て.+ては 十Klと

2"
てR+Ffls

(付 5‥4)

ただし、χ
′<δ

)を
,/max=/"十 χ

′
<δパ

(2)最大変動荷重によつて鉛ダンパーも鋼棒ダンパーも降伏しないが、鋼棒ダンパーは降伏

の経験がある状態

2′ =|(資 十Kls+Klと >′                       (付 5‐ 5)

2"+2′ =KR1/"十 χ9+2パ +κ 2Slχ
"+χ

′
一
鶉 )+KlLχ

′
        (付 5-6)

なので、

χ′=  2′                       (付 5‐ 7)
K賀 +KIs+KlL

ろ =        い 瑚

ただし、χ′<δ
,を '/max=/"十 χ

′≧δパ

(3)最大変動荷重によって鉛ダンパーのみ降伏 し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がない状態

2'=lて父+(ls>′ +2ガ +K2を佳
′~ゼ税)                 (付 5-9)

2"+グ =はR+て lsX/μ +ガ)+2メ +K2Lは ~功 ) (付 5‐ 10)

なので、

′ 2′ -2),上 十ЖЪttσ ),上
KR+て ls+K2L

(付 5‐ H)

/

χ

為=
ただし、χ

′≧δ
)と
,/max=/"十 χ′<δパ
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(4)最大変動荷重によつて鉛ダンパーのみ降伏 し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がある状態

グ=|てR+K澪 >′ +σ元十(2Lは ~軌 ) (付 5‐ 13)

2胸 +グ =【R1/"十 ガ)十 鏃 +(2Slχ "十
χ
′
一
鶉 )+助 十K2L佳

′~勒 ) い 5‐ 14)

なので、

た
て R+【 ld+K2と

/
2max-2),s-2)と +K2Sδ ),Is+K2Lδ ),上

~lκ
R+て 2S+κ 2Llχ

′

(付 5-16)
K父 十 κ 2S

ただし、χ:≧ δ
),と
,χ
′
<δ),s,/max=ズ"+χ

′≧δパ

(5)最大変動荷重によって鉛ダンパーおよび鋼棒ダンパーが降伏する状態

グ=【父/+2が キ【2d位 ~鶉 )+2メ +K2をは~功 )

2ヵ 十グ =Ktt1/独 +χ
′
)+2パ 十て2SCF″ +χ

′
―
鶉 )+2ガ +K2を は

~れ
)

χ,=2′
-2,,s-2),と +K2SδノS tt K2Lδメ
K父 十K2d+K2と

2max-2),s-2)l上 十K2Sδ +K2を δ ―|て資十K2S tt κ2と >′
(4同
「5-20)

κR+k:2S

ただし、 χ′≧δノを' χ
′≧δノS

ここでは、以下の様な免震層の降伏せん断力係数が 0.03で、鋼棒ダンパーと鉛ダンパーの降

伏せん断力の比が 1:1である免震建物についての計算例を示す。なお、この計算例は最大風荷

重が与えられた時にクリープを含めた最大変形を算定するもので、最大風荷重が免震層の降伏

せん断力の 3倍までの計算例を示す。なお、ガスト影響係数 CDは荷重の大きさに関わらず一

定とし、その値を2と する。付図 5-3に免震層のスケル トンカーブを示す。

(付 5‐ 15)

(付 5‐ 17)

(付 5-18)

(付 5-19)

χ

129



免震層全体

積層ゴム

鋼棒ダンパー

鉛ダンパー

上部構造の重量

免震周期

降伏せん断力係数

降伏せん断力

降伏せん断力係数比

剛性

降伏せん断力係数

降伏変位

降伏後岡1性比

第一剛性

第二剛性

降伏せん断力

降伏せん断力係数

降伏変位

降伏後剛性比

第一剛性

第二剛性

降伏せん断力

π
　
Ｔ

100,000

5.0

0.030

3,000

1.000

161

0.015

3.000

0,017

500

8.5

1500

0.015

0.750

0.000

2000

0

1500

l(N

sec

ぶ

kN/cm

Cm

kN/cm

kN/cm

kN

Cm

kN/cm

kN/cm

kN

α

2ノ

て/L/てχ、,

【R

αs

δ
),Is

βs

K ls

K2S

こ2ンS

αL

δ
),と

βと

Klと

K2L

2),L

２
こ
Ｏ
Ｒ
茎
く
〕

0

0 5 10 15

変形(cm)

20      25      30

付図 5-4 検討対象建物の免震層のスケル トンカーブ

付図 5-5お よび付表 5-5に最大せん断力と免震層の変形の算定結果を示す。付表 5-51こ

示す太字の数値が各状態の条件を満たす算定値で、付図 5-5は この数値を図化 したものであ

る。同図は、荷重が与えられた時の変形を算定した結果を表示しているため、横軸に荷重を縦

軸に変形をとつている。なお、同図にはクリープを無視した場合の最大変形も併せて示してお

り、この線は付図 5-4の免震層全体のスケル トンカーブを縦軸と横軸を交換したものと同じ

ものである。また、同図の右側の図は左イ貝lの図の一部を拡大表示したものである。

この計算例では付表 5-5に示すように、条件(3)で ある「最大変動荷重によつて鉛ダンパー

のみ降伏し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がない状態」は出現していない。文献 2)に示すように、

鋼材ダンパーと鉛ダンパーの降伏せん断力が9:1であるような場合に条件(3)は出現する。また、

図の最大変位とクリープを無視した最大変位の差がクリープ変位である。
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本図は、荷重が与えられた時の変形を算定した結果を表示しているため、

横軸に荷重を縦軸に変位をとっている。
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付表 5-5 免震層のせん断力と変形の算定例

せん断力(kN)
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6(付 6)免震層の風応答評価例
付 6.免震層の風応答評価例
1.検討建物概要

検討建物は,超高層集合住宅の基礎免震構造建物とし,風荷重に対して免震層がランク B

以下, となるように設計する方針とする。

具体的には,告示による極めて稀な暴風時の風荷重の平均成分と,荷重指針による再現期

間 500年の風直交方向風荷重の最大値に対して鋼棒ダンパーの降伏変形以内となるように

免震部材を設計する。

上部構造は,地震・鳳に対して弾性範囲内に留まるものとし,上部構造についてはここで

は検討を省略する。

1)建物諸元

・建築物用途   :住 宅
・構造種別    :RC造 (基礎免震構造 )

・建設地     :東 京都 23区内
・建物形状    :付 図 5,1参照

階高 :基準階 3.5m× 21層 , 1階 5m(22階建て),地下階なし
。上部構造の 1次固有周期 :Tul=1.6sec(=0,02H)

。重量 :各階 16400N/m2, 1階 20000N/m2  → Σw=245000kN
(中柱=約 14000kN,外 柱 =約 8500にN,隅柱 =約 5000kN)
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付図 6.1 検討対象建物概要   付図 6.2 略床梁伏図 付図 6.3 免震部材配置

2)免震層諸元

・各部材の力学的特性

付表 6.1 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ

水平剛性 (kN/cm) 15N/mm2相 当軸力 (kN)

NRB H00φ 14.1 14210

尊
尊
Ｈ
Ｈ
Ｈ
Ｈ

付表 6.2 鉛プラグ入 り積層ゴム
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切片荷重

Qd(kN)

1次剛性

(kNんm)

2次剛性

(kN/cm)

降伏変形

δy(Cm)

15N/mm2相

当軸力

(kN)

LRB900 φ

鉛プラグ径 200φ
250,4 182.07 14,01 1.49 9070

付表 6.3 免震ダンパー

・免震層の復元力特性

a)積層ゴム部分の弾性剛性 KI=351。 l kN/cm

b)鋼棒ダンパー

1次剛性   KsDl=1328 kN/cm

2次剛性   KsDl=23.OkNん m
降伏荷重   QySD=3712 kN
c)LRB鉛プラグ

1次剛性   KLDl=2689 kN/cm

2次 剛 性   KLDI=O kN/cm

降伏荷重   QyLD=4006 kN
d)免震層全体

1次剛性   Kl=4368 kN/cm
2次剛性   K2=1679 kN/cm
3次剛性   K3=374.l kN/cm

第 1折れ点荷重,変位 Ql=6508 kN,

第 2折れ点荷重,変位 Q2=8700 kN,

(T=1,50sec)

(T=5.14scc)

δ yl==1.49 cm

δ y2==2.80 cm

3)振動解析モデル諸元

付表 6.4 振動モデル諸元

降伏荷重

Qy(kN)

1次剛性

(kN/cm)

2次剛性

(kN/cm)

降伏変形

δy(Cm)

鋼棒ダンパー

(SUD50× 8)
464 166 2.88 2.80

質点名 質点高さ (m) 質量 (kN・ sec2/cm) せん断ばね (kN/cm)

M10 76.19 22146 3485

M9 68.57 22146 6621

M8 60.95 22146 9409

M7 53.33 22146 11848

M6 45,71 22146 13939

M5 38,09 22146 15682

M4 30.47 22146 17076

M3 22,85 22146 18121

M2 1523 22146 18818

Ml 761 22146 19167

MB 000 23544 免震層による
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付図 6.5 上部構造のモー ド形付図 6.4 振動解析モデル

2.建設地点とその周辺の地表面状況
・建設地点は東京 23区内の平坦な地域とし,周 囲には中建物が数多く建ち並んでいる。

・地表面粗度区分はⅢとする。

3 .応答評価の方針

冒頭でも説明したとおり本算定例では,上部構造は地震・風に対して弾性範囲内に留まるも

のとし検討を省略する。

(1)検討は,極めて稀な暴風時の風荷重に対して行 う。

(2)風荷重の算定は,建築基準法を基本とし,風直交方向など建築基準法では評価されない荷

重については日本建築学会 「建築物荷重指針」
1)(以
下 「荷重指針」)1こ よる。

荷重指針の算定は再現期間を 500年 とし,風向係数 KD=1・ 0と する。

(3)免震層の風応答の評価は,風方向は免震部材のクリープ変形を考慮するため「付 5.免震

層の簡易風応答評価方法」によつて評価する。風直交方向は,風荷重の平均成分がゼロで

あり,ク リープ変形を考慮する必要がないと考え,免震層の復元力特性 (ク リープ無視 )

上での力の釣合から評価する。

(5)風方向と風直交方向の風荷重の組み合わせは,荷重指針による。この場合,風方向の風荷

重も荷重指針による。

4.建築基準法による風荷重の算定
1)建築基準法による風荷重 (W)の算定 : W=Cf・ q・ A
・告示基準風速  :VO =34m/s
・粗度区分    :Ⅲ  →Zb=5m,ZG=450m, α=0.20
∴ Er=1.7(H/ZG)α =1・ 7・ (80/450)020=1.203

Gf=2.1(H>40m)

３０

　

　

　

２０

　

　

　

１０
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よつて,E=Er2.Gf=3.041
・風力係数    iC<z)三 角柱の風上側風力係数―風下側風力係数より

=0,81(z(z)― (-0.4)

kZ(Z)=(Zbノ /H)2。  (z≦ zb),(Z/H)2α (z>zb)

2)荷重指針による風荷重の算定

・荷重指針基本風速    :U100 =38m/s,U500 =43m/s
・再現期間換算係数    :krw =1,13
・風向係数        :KD =1・ 0

。地表面粗度区分     :Ⅲ  →Zb=5m,ZG=450m, α=0.20
∴ 風速の鉛直分布係数 Er=1,7(H/ZG)α =1・ 7・ (80/450)020=1.203

・ 設 計 風 速     :UH =U100。 KD・ Er・ krw  =51.7m/s

・風力係数    :C<z)=角 柱の風上側風力係数―風下側風力係数より
=0.8kz(z)― (-0.5)(D/B≦ 1)

他(Z)=(Zb/H)2α   (z≦ zb)

=(z/H)2。   (zb<Z<0.8H),
=0.82α      (z≧ 0.8H)

・振動モー ド補正係数は,付図 6i5に示す免震層を含む建物の振動モー ドをμ=(z/H)β ,

β=0.4で近似して算定した。

・構造減衰は,免震層を含めて,風方向・風直交方向・捩れのそれぞれ 20/0と した。

算定した免震層での層せん断力 QBを下表に示す。

付表 6.5免震層での風荷重算定結果

※「AIJ」 は荷重指針にもとづく再現期間 500年風荷重。

(風直交方向 )

平均成分 )

硼

‐００００

８０００

６０００

枷

剛
0

2 4 6

付図 6.6 免震層の復元力特性

QB 最大値(kN) 平均 (kN) 変動 。最大 変動 rms(kN)

告示 (極稀 ) 6589 3138 3451

AIJ風方向 500年 6277 3374 2903 1248

AIJ風直交方向 500年 6217 0 1764

――……積層ゴム

―――免震層全体

一
積層ゴム割 棒ダンパー

可37

10

δ(Clml



5.風荷重による風応答評価 (簡易評価法 )
風荷重に対する免震層の変形を求める。風方向は簡易応答予測手法 (付 5参照),風直交方向は

クリープ無視の免震層の復元力特性上での最大荷重との釣合から求める。

1)風方向

付 5の方法から,最大荷重 Qmax=6589kN(う ち,平均成分 =3138kN)イこ対して ,
免震層の最大変形    δ max=2.66cm,(残 留変形 =1.15cm)

12
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ｏ
）濃
熙
凹
腿
斌

8

6

4

2

0

0    21000   
切盤層せん断fぱ鳥!   8,000   10,000

付図 6.7 簡易応答評価法による風方向風荷重に対する免震層の変形
注)本図は,荷重が与えられた時の変形を算定した結果を示しているため,横軸に荷
重,縦軸に変位をとっている。

2)風直交方向

Qmax=6217kN < 第 1折れ点荷重 Ql=6508 kN(δ  yl=1.49 cm)
よつて,免震層の最大変形   δ max =Qmax/Kl(免震層全体・1次剛性 )

=6217 kN/43681(N/cm

=三 1.44 cm

3)捩れ方向

荷重指針による免震層での捩れモーメント wMz=26760kN・ m
免震層の捩れ剛性 (すべて弾性時)   KR=88169000 kN・ m/rad

免震層の最大捩れ角   θ=0.00030 rad
捩れによる最外周積層ゴムの変位 Rδ ma文 =0.51cm

6.時刻歴風応答解析
・検討用の風力時刻歴波形は,荷重指針による風方向,風直交方向の変動風力のパワース
ペク トル密度をもとに,高 さ方向の空間相関を仮定して三角級数モデルを用いて作成し

た牝 付図 6.10に変動風力のパワースペク トル密度を,付図 6.11に 1次モーダル風力の

時刻歴波形例を示す。

・時刻歴波形は 1ケースにつき約 800秒で 30ケース発生させ,先頭の 50秒に cOs関数に
よるテーパーをつけている。応答解析の評価は 100～700秒の 600秒間を対象とし,30ケ

― 最
大変形(クリープ考慮時)

一
平均変形(クリープ考慮時)
―プを無視した最大変形―― ク
ゴ
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―スのアンサンブル平均により行った。

・平均風力に対するクリープは,平均成分ありの変動風力による時刻歴応答解析結果に,
「付 6.5節 風荷重による風応答評価 (簡易評価法 )」 で求めた免震層の残留変形を加え

ることで評価する。

・本節では,時刻歴風応答解析により,1)応答結果と簡易評価法との比較,2)免震部材 (ダ
ンパー)の疲労評価の例示を行 う。
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付図 6.10 検討用変動風力のパワースペク トル密度 (1次モ‐グル風力 )
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付図 6.H 検討用変動風力波形例 (1次モーダル風力 )
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付図 6.12時刻歴風応答解析結果による免震層応答変形―層せん断力関係

付表 6.7免震層最大応答 (風方向はクリープ変形考慮後 )

免震層最大変形 δ max 免震層最大応答せん断力(kN)

風方向 2.63 6315

風直交方向 1,60 6522

7.ま とめ

指針の理解を補助するため,耐風設計の項目についての例題を示した。今後,ダンパーの疲

労評価例や,参考として地震応答解析の結果を追加する予定である。

参考文献

1)日 本建築学会 :建築物荷重指針・同解説(2004),2004年
2)大 熊武司他 :動的天秤テ―゙夕を利用した高層建物の時刻歴風応答解析 (その 1～ 4),日 本建築学会大会学術

講演梗概集,構造 I PR63‐70,1992.9
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5.施工部会

1.JSSI免 震構造施工標準の改訂 (2013年版 )

施工部会では、免震構造の施工品質確保を目的とし、最新の情報に基づいて、」SSI免震構造

施工標準 (2013年版)の改訂に取り組んでいる。昨年は、東北地方太平洋沖地震が発生し、大

きな被害がもたらされたが、多くの免震建物では免震性能が発揮され、その安全性があらため

て確認されている。 しかしながら、免震層の大変形によりEXP.」 や耐火目地等の細部において

不具合が報告されることとなった。今回、既存の免震建物が施工上の不具合に起因して問題が

発生したという事例は報告されておらず、現状では、最低限の設計性能を保障できる施工、品

質確保が実行されているものと考えられる。免震構造の施工 (技術)方法は、試行錯誤を繰 り

返しながら着実に進んでいるが、3回 目の改定で新たに盛 り込む内容はそれほど多くはなくな

つてきている。今回は、設計上で問題とされているクリアランス、EXP.」 に関する記述を追加

するほか、最新情報に基づいて各章の見直しを行っているδその他、「免震工事施工計画書」「免

震工事品質管理表」の雛型を作成しており、今後、免震工事を手掛ける施工者の品質管理への

一助となるよう、作業を進めている。

2.改訂の概要

現在、施工都会において、進めている改訂概要は以下の通りである。

2章 品質管理
・免震工事施工計画書の作成ガイ ド (雛型 )、 QC工程管理表
3章 製作管理
・免震部材の品質管理・判定基準の修正

・エキスパンションジョイントの製作管理、性能確認について追記

5章 仮設計画
・堺場の工夫等の紹介

6章 免震層の施工
・施工写真の刷新

・ベースプレー ト下部充填工法、充填性確認試験に関して追記
。エキスパンションジョイントの施工について追記

8章 施工時検査
・解説文の修正、追記

9章 竣工時検査
・解説文の修正、追記

10章 施工上の留意点
・コンクリー ト躯体の収縮について追記

・ケガキ板の仕様
。中間階免震の免震スリット、耐火目地について

。スベ リ支承の耐火被覆の認定について

その他、各章の文章、写真を見直して刷新を図る予定である。
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3.主な改訂内容とポイント

1章

2章

3章

4章

8章

付録

立早
　
圭早
　
立早

５

　

６

　

７

□□□□□□□新築工事

免震工事施工計題,a

○ 施工計画書 (2章 )
・」SSI免震構造施工標準 2009年版 2.3節 には免震工事施工計画書 (以下、計画書と記す)の

構成例とキーワー ドを示しているが、経験の少ない施工者が現実に計画書を Oか ら作成するの

は容易ではない。そこで、計画書の構成をベースにした雛型を作成することとした。まだ、詳

細は議論中で、まったくの例題的なものとするより、工事毎に担当者が考えて記載するガイ ド

とすべき、という方向で進めている。以下に、目次構成 (案)を示す。

また、各工程において、ある程度具体的な管理項目と検査・確認内容を把握 し、実施するた

めの免震工事のQC工程管理表も添付する予定である。

総 則
工事概要 (一般事項 )

施工管理体制

免震工事の品質管理

・クリアランスや、エキスパンションジョイン トの管理目標の記述欄を設ける。

製作管理

受入 (製品)検査

免震部施工計画

・特にメインとなる、各種免震部材の取り付けに関する施工計画を記すもの。

基礎部の配筋、取り付けボル トの締め付け、各部材の養生方法の記述欄。

安全衛生管理

免震工事QC工程管理表 (シー ト)

図 1免震工事施工計画書と免震工事 Qcェ程表

なお、本資料の配布方法は、」SSI施工標準の別冊として講習会での配布を原則とし、単独で

の配布は考えていない。

免霞工事OC工程管理装

(軽 e毒諷ェ,どっ

盤
　
難
　
　
　
　
鮮

蜘聴蜘軒　　櫛範螂韓

一
匈
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O 製品検査・品質管理方法
製品検査における検査方法、判定基準を現実に即したものとなるよう改定を予定している。

取 り付けボル ト孔径の検査はテンプレー ト照合とするなど。

表311積層ゴムアイッレータの品質管理 (例 )

機査頂日 襟査方嵐 機奎環度 14定 基準

，
科
柱
奎

(、ほS規格)
1的件に1回以

(ロツ鳴 に1口 I

li練 に構畿加はいとと
材剥の

再争lfI

に用朗材のコレンート 書質綸オ と機に1目選ポないこと

踏や錦材41の ルヽシエト 害無検杢 イン●ット苺 ■嶺にねとがないこと

外

理
機
杢

目狼 全敬

構停

再製作

1白修

検
査

理品高さ
て劇定し、工点め平均輸

イ担僣
=型

豊4二、

査数
補七

〃,レジの傾き
直
帝酪£乾里酔島『
品 フフレジの外霞のOSヽかつ

51H隊内

コム
",卜

侵 撤研恒±03ヽおヽつと4■H

フランジの,卜極 設二十億土強

フランジのすれ

B〔付ポルト■ピッチ

猟付ポルト■経 定
徹計億士C曲
仕禅に僣選が魚いこと

図 2.積層ゴムアイツレータの品質管理 (検査)の改訂案

O クリアランス  (躯体の施工管理値、精度)について
クリアランスについては、既に維持管理基準 2010年版に詳細が記載されているが、施工標準

に施工時のクリアランス管理値と精度をどのように表現するかは未定である。施工者は設計図

書に要求されている設計クリアランス (値)を確保 しなければならないが、施工誤差 0で躯体
を施工することは現実には不可能である。施工誤差だけでなく、竣工時までにクリアランスが

変動する要因としては、乾燥収縮や温度膨張、あるいは施工中に受ける地震や大風の影響があ

り、その評価、許容値を施工者だけで決めることは非常に難しい。施工時の目標クリアランス

は設計クリアランスを必要最小限とし、いわゆる鉄筋の設計かぶ り厚と同じく、施工誤差はプ

ラス側 (ク リアランスが大きめ)に管理するほうが現実的である。

施工誤差について言及すると、施工誤差なしで施工しろという設計者・監理者もいるとのこ

となので、設計段階のクリアランス表記方法の明確化が望まれる。また、設計図書には、設計

クリアランスと、確保すべき最小クリアランスの両方を併記したほうがよい。竣工時は、設計

クリアランス (評価書値)を確保するものとし、その後は、収縮の進行や、さまざまな外力要

因による変動が予想されることから、点検・検査時は、最小クリアランスを管理値として検査

することになる。・クリアランスの変動要因に基づく施エクリアランスの設定については、設計

者と施工者の協議によるべきであり、一般的に施工者単独で定められるものではない。

」SSI施 工標準としては、クリアランスの問題をこれまで以上に説明を加えて注意を促 し
て取り上げる。 (8章施工時検査、 9章竣工時検査、 10章施工計画上の留意点等 )
Oエ キスパンション・ジョイントについて
・JSSI施 工標準ではこれまでも、シミュレーション図の確認や変位追随性試験等の実施を、
推奨し、性能確認試験成績書の提出を製作者に求め確認するよう記載 (3章、3.5)している。

また、中小地震でのエキスパンションジョイント (以降、EXP.」 と示す)の不具合として報告

された残留変形を紹介し、非免震建物が無被害のなかで免震建物に不具合が生じる可能性があ
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ることを示し、施工者にも施主への事前説明など、注意を喚起していた。従来も EXP.J部 の残

留変形は設計上の問題であつて施工上の問題ではないので、設計者とともに施主への説明を実

施しておく重要性を記載する。

今回の東北地方太平洋沖地震における免震建物の EXP.」 の被害状況を受け、JSSI施工標準の

改定にどのように盛 り込むかは検討中である。基本的には設計の問題と思われるので、免震エ

キスパンション WGでの方針の決定を受けて、施工者としての対応を表記することになるが、安

全に壊れるよう設計される、あるいは損傷が許容される EXP.」 があつても良いのではないかと

いう意見もある。

写真 1.10mmの 隙間が残つた EXP.J可動板 ↑

写真 2.残留変形ではらんだ EXP.」 部

写真 3.可動板の残留変位、遊びのある
形状で段差なし

O仮設計画について

・施工中の免震建物の不具合は報告されていないが、免震層が動くことに対する各現場の工夫

を紹介することができれば記載したい。

写真 4.免震層上部のブラケットで

支持される外部足場



○免震部材の取り付けについて

免震部材基礎部の配筋納まりは、免震ベースプレー トに取り付く袋ナットやアンカーの配置

によっては、非常に難 しいものになっている。梁主筋に干渉する場合もあり、施工図で確認す

るだけでなく複雑なものは、モックアップで仮組することも必要である。

写真 5.複雑に配筋が入 り組んだ免震基礎部   写真 6.直動転がり支承の長アンカー

○高流動コンクリー トによる免震ベースプレー ト下部充填工法について

'標準的なベースプレー ト下部充填工法 2例について、解説を見直している。

(グ ラウト充填工法 )

先行打設コンクリー トとベースプレー トの間隔 40mm～ 50mmを残すこと。(2009年版では 30mm

～となっているが、30mmではうまくいかないことがある) コンクリー ト表面のレイタンス処
理、清掃処理の不十分により充填性が左右される。また、ベースプレー ト厚が薄い場合はプレ

ー ト中央の盛 り上がりに注意すること等を追記する。

(高流動コンクリー ト充填工法 )

コンクリー ト打設方法として、ホッパーを設置してコンクリー ト重量により充填する静圧法

に加えて、打設孔に圧送管を直結し、圧送圧により充填する加圧法を追加する。現状では使用

されるコンクリー トは、高流動コンクリー トが一般的になっていることから、高流動コンクリ

ー ト使用時の留意点を追記する。

写真 7.加圧法によるベースプレー ト下部コンクリー ト充填
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(充填工法の選択と計画フロー)

図 3.充填工法計画フロー

(ベースプレー ト下部充填工法選定のポイント)

①可搬時間・距離内で高流動コンクリー トを供給できるプラントがあること。

②作業所に、高流動コンクリー トを管理できる技術者が在籍しているか、その支援が得 られる

こと。        ―

上記に該当しない場合はグラウトエ法を採用されたい。なお、実績のない場合充填性確認試

験は必須である。

(高流勃コンクリー トの標準的な要求性能 )

充填用の高流動コンクリー トの標準的な仕様について記載する予定。

・水センメント比 35%以 下  :骨材分離、クラック防止、ブリージング抑止のための規定
・スランプフロー 6 0cm± 5 cm:充填性確保のための規定

・ 50cmフ ロータイム 3～ 8秒 :充填性確保、分離抵抗性のための規定
○コンクリー ト躯体の収縮について

免震層上部躯体の乾燥収縮による影響が大きな事例の紹介。要因は明確であるが、対策は容

易ではない。設計者にも協力を仰ぐ。

写真 8.免震層上部躯体の乾燥収縮による変形の事例
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○中間階免震の免震スリット、耐火目地について

大変形を受けた中間階免震の免震スリット部の

破損例が報告されているので、施工上の注意とし

て盛 り込むことができるものについては追記する。

写真 9.耐火目地部の破損

○スベリ支承の耐火被覆の認定について

スベリ支承の耐火被覆の認定取得準備中とのことなので、認定内容がわかり次第、本書に記

載する予定。

○各種ダンパーの取替えについて (幹事会での要望 )

軸力を受けている積層ゴムやスベリ支承の交換は記載があるが、ダンパーの交換については、

ボル トオン、オフ作業につきるので特に問題は無いと思われるため、現在のところ、記載はな

い。鉛グラパー以外あまり事例がないので、免震部材部会の報告により、交換の判断基準等を

記載するとともに、今後検討 していきたい。

○その他  「
球体転がリアイツレータ (SBB、 免制震テ

゛
ィメヾイス社製)の生産中止に伴い、該当部材に関する

記載を削除する。

4。  おわリイこ

本書は、」SSIの推奨する「健全なる免震建築の普及」に向けて、施正面からの品質確保を目

的としており、今回の改訂も決して十分な内容とは言えず、今後とも現場の実際の問題を取り

上げ、少しずつ充実させていきたいと考えている。

なお、本文は、まだ原稿編集中であり、刊行時は本報告と内容に相違があることが予想され

ますので、ご了承お願いいたします。
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6.防耐火部会

免震建築物の耐火性能評価と防耐火部会の活動

1 防耐火部会の役割と活動
防耐火部会は、免震建築物の耐火性能評価方法の確立を目的として 2005年に前身の耐火被覆

WGの活動内容を拡張して部会として発足した。防耐火部会の役割は、①免震建築物の耐火設
計法の構築と、②免震建築物の防耐火関連の問題解決の 2つである。

①については、健全な免震建築物の発展に寄与することを目的とし、「免震建築物の耐火設計

ガイ ドブック1)」 を作成・改定し、免震建築物に求められる耐火安全性のレベルに応じた耐火

性能を付与するための考え方や耐火設計概念とその手法を示している。ガイ ドブックは、今年

度 4月 に初版を刊行 し、講習会を開催して公開した。

②については、免震建築物に求められる耐火性能を理解 した上で、免震装置の耐火被覆の認

定基準の提案など、具体的かつ直近の課題の解決を実行 している。これまで、天然ゴム系積層

ゴム (プラグ入 り積層ゴムを含む)と 高減衰系積層ゴムに関する耐火構造の認定基準を明らかに

し、それを試験機関に提案した。これらはいずれも受け入れられ、鉄筋コンクリー ト部材の一

部に耐火被覆を施した状態での耐火構造の認定取得が可能となった (2006年 )。 滑り支承につい

ては、その耐火性能を明らかにし、耐火構造の認定基準を作成 し、現在行政に提案中である。

ころがり支承については、滑り支承について目処が立ち次第、検討を開始する予定である。本

部会では、新しく構造認定を受けた装置に対する耐火構造の追加認定手続きについても検討を

開始した。

また、減衰装置として使用されているオイルダンパーについては、構成する材料・装置のメ

カニズムの両面から、実大実験も実施してその耐火性能を解明している。
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2 免震建築物の耐火設計の現状
表 1に免震装置の耐火性能評価基準の現状を示す。当部会の活動成果により、天然ゴム系積

層ゴム (プラグ入 り積層ゴムを含む)と 高減衰系積層ゴムからなる免震装置は、 「耐火被覆を施

した免震装置を含むコンクリー ト柱」としての耐火構造の認定が取得されるようになり、丁兄在

では、複数の製品が販売されるようになった。結果として、耐火安全性の高い免震建築物が特

別な設計ルー トを採用せずに簡易な設計手続きで計画することができるようになつた。 しかし

ながら、ここ数年で多用されつつある滑り支承については、滑り材の高温特性が明らかにされ

ていないことと、許認可上の体制が整っていないことから、未だ耐火構造の認定を取得するま

でには至っていない。従つて、滑り支承を、中間階免震建物の免震層に使用する場合など、耐

火構造であることが要求される部位に使用する場合は、建物毎に性能評価機関の評定を受けて

大臣認定を取得する耐火ルー トC手続きが現在でも必要となつている。

表 1 免震装置の耐火性能評価基準の現状

装置の種類
材料の高温

特性試験

部材の高温

性能試験

耐火性能

評価基準の状態

行政ヘ

の提案
認定状況

積
層
ゴ

ム

天然ゴム系積層ゴム

(プラグ入 り積層ゴムを含む )
実施済 基準作成完了 提案済 認定品有

高減衰系積層ゴム 実施済 実施済 基準作成完了 提案済 認定品有

す
^ミ

り
系

弾性すべり支承 実施済 実施済 基準作成完了 提案中

剛すべり支承 実施済 実施済 基準作成完了 提案中

転がり支承 未着手 未着手

3 免震装置の耐火性能について
表 2に建築物の耐火性能評価方法の概念(前々回報告集 つ)を示す。免震装置に限らず、建築

構造部材の耐火性能評価は、設定した目標に対して、合理的な火災外力を想定した上で建築物

の挙動を評価して行われる。ここで、免震装置の場合は、最終的な架構による耐火性能評価に

至る前に、装置の構成材料の高温特性が明らかにされていない点が鉄骨造や鉄筋コンクリー ト

造などの通常の構造部材と異なる。従つて、当部会では、対象とする免震装置の耐火性能評価

にあたつて、まず、それぞれの部材を構成する材料の高温特性を実験的に明らかにすることに

より、部材レベルと架構レベルの耐火性能評価に進む方法を採用した。

天然ゴム系積層ゴムの構成材料は、鋼板やボル トなどの鋼材と天然ゴム、そして、それらの

荷重を受けるコンクリー トである。これらの内、天然ゴム以外の材料の高温特性については概

ね明らかになつているため、残る天然ゴムの 150℃ までの高温特性を実験的に明らかにした。

ここで、実験は、天然ゴムがその製作過程によつて特性が異なるため、現在我が国で認定され

ている装置全てを対象として行つた。

また、高減衰系積層ゴムについても同様に全ての高減衰ゴムの特性を実験的に明らかにした。

滑り支承で使用している滑り材についてもゴムと同様に 150℃ までの高温特性を実験的に日月

らかにした。
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表2 建築物の耐火性能評価方法の概念

評価方法とその考え方
評価項目

架構安定性 部材耐力 材料強度

架構

レベル

架構の安定性

を直接評価・担保

火災時に

架構が崩壊
しないこと

建築物の耐火性能を

損なわないならば、一

部の部材の耐力低

下・喪失は許容する

部材

レベル

部材の火災時耐力を評価

↓

架構の安定性を担保

か

全部材が、火災時に長

期許容応力度相当の荷
重を受けた状態で耐カ

を保持する

部材耐力を損なわない

ならば、一部の材の強

度低下・喪失は許容す

る

材料

レベル

材料の高温強度を評価
↓
部材の火災時耐力を担保
↓

架構の安定性を担保

全部材の全材料に対し

て火災時に長期許容応

力度相当の荷重を受け

た状態で一定の強度を

保持すること
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積層ゴム支承用ゴム材料の圧縮弾性率の変化率 (ε =ilん 、2a℃基∋ 胡S K 6254

0          50         100         150         200

温度(℃ )

天然ゴムの高温時軸剛性低下率
(JSIK6254に よる)
(試験は (財)化学物質評価研究機構において実施)

高滋衰積層ゴム支承用ゴム材料の圧縮弾性率の変化 (ε =,O“、23℃基準 )、 UISK 6254
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図 2

すべり支承用すべり材lSO℃ 20℃における圧縮ひずみ率差の変化(」 SSI規格)

0         50        100        150        200        250

温度 (℃ )

高減衰ゴムの高温時軸剛性低下率
(」SIK6254 1こ よる)

(試験は (財)化学物質評価研究機構において実施 )
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図 3 すべ り材の高温時軸ひずみ率差変化
(150℃・23℃時)

(試験は (財)化学物質評価研究機構において実施)
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図 1に、実施した天然ゴムの高温時軸剛性低下率の概要、図 2に高減衰ゴムの高温時軸剛性

低下率の概要を示す。天然ゴムは 150℃ まで大きな剛性低下が生じない。従つて、材料として

の耐火構造の認定に関する許容しうるゴム温度を 150℃ とした。

高減衰ゴムの場合は、天然ゴムと異なり比較的低温で剛性が低下するため、材料レベルでの

耐火性能評価はできないと判断し、部材レベルでの評価方法を採用した。具体的には、実際の

高減衰系免震装置に耐火被覆を施し、軸方向に長期許容応力度が発生する軸力をかけた状態で

加熱してゴム表面温度が 150℃ になった状態でもその荷重を支持できることを確認 して上で、

許容しうるゴム温度を天然ゴム系と同じ 150℃ に設定した。実験に供した試験体は、実際の装

置の耐火性能を証明できるように、熱容量等に対して安全側となるような寸法等とした。

図 3にすべり材の高温時軸ひずみ差変化を示す。すべ り支承の構成材料は、天然ゴム系積層

ゴムの構成材料に加えて、PTFE系、又はポリアミド系等のすべ り材がある。すべ り材の高温

特性については高温特性実験を完了し、現在その評価方法の検討中であるが、概ね高減衰ゴム

と同様な傾向であることを確認 している。従って、現在の見通しとしては、部材 レベルの耐火

性能評価を行 う必要があると考えている。

4 免震建築物の耐火設計ガイ ドブック
想定される火災に対して、建築物の防耐火性能の評価方法についての耐火設計ガイ ドブック

を作成し、今年度 4月 に初版を刊行し、講習会を開催 して公開した。

免・制震装置は、従来の天然ゴムを用いた積層ゴムに加え、様々な材料や構成を保有するも

のが増えている。今後もその傾向は続くと考えられる。また、建築物に対する要求性能も徐々

に変化しつつあり、建築基準法もそれに応じて改正が繰 り返されている。しかしながら、免震

建築物の防耐火性能に対する包括的な設計手法は未だ存在 しない。

このような状況を踏まえ、当部会では、当面の状況下で順法、かつ、工学的評価を可能とす

る免震建築物の耐火設計ガイ ドブックを作成することとした。

このガイ ドブックは、装置の構成材料の高温特性、装置の耐火性能評価と建築物の耐火性能

評価の 3つから構成する。装置の耐火性能は、構成材料の高温特性、および、都材の高温時耐

力および火災後の再使用も含めて整理する。建築物の耐火性能については、性能の評価方法を、

材料レベル、部材レベル、架構 レベルの 3つのレベルに分けて展開する。

5 今後の活動
本部会は確実に免震建築物の普及に寄与している。 しかしながら、一部の免震装置の耐火構

造としての使用は可能となったが、全ての環境が整っているわけではない。例えば、すべ り系

装置、鉄骨造の一部に装置がある場合、制震装置、オイルダンパーの考え方等、まだ多くの課

題が残されている。防耐火部会では、今後の活動として以下の項目を考えている。

今年度完了する項目として、

。すべり系装置の耐火性能評価方法の作成

今年度から開始する項目として、

・転がり系装置の耐火性能評価方法の作成

・オイルダンパーの高温特性の提示
1)第 4回技術報告会梗概集,(社 )日 本免震構造協会 2006.11.2
2)第 5国技術報告会梗概集,(社 )日 本免震構造協会 2009112
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7.免凝部材部会 アイソレータ小委員会

第6回技術委員会報告会

アイツレータ小委員会報告

水平2方向加力時の免震部材の特性と検証法WG
高減衰ゴム系積層ゴム支慧SWG

高減衰ゴムの水平2方向加力問題に関する検討

20120516

竹中工務店 山本雅史

はじめに
IIIIIIIIIIIII

水平2方向加力問題 :

高滅衰積層ゴム※を水平2方向加力すると、
水平1方向加力に比べ、

1.同じ水平変形量を与えても局部的に大きなひずみを生じ、
早期に限界を迎える →積層ゴムの限界性能の再β平価

2.復元力特性が異なる、変形直交方向に無視できない復
死力が発生する  →建物応答および免風層への影響

※天然ゴム系積層ゴムや鍛プラグ入り薇旧ゴムでは環書ではない

経 緯

竹中工商店がカリフォルニア大学サンディエゴ機(UCSD)で
実施した案大実験(0 700X l体 :プリヂストンXO.6)で本現
象を確隠

再実験(1700X2体 )でほぼ同等の結果が再硯され、同時
に積層ゴム襄面にねじれ変形が確盟された

その後、プリテストンで検討を盤擦するとともに、

2008年 09月 ～2009年 05月
プリヂストンが」FEテクプリサーチにおいて縮小試験体 (0225および
0158)に よる実験を計3回実施し、限界特性を確盟
2方向加力を与えた場合、ねじれ変形が発生し、それに伴う局椰的
なせん断ひずみの増分が早翔の破断要因であることが確隠された

2009年 07月  検討結果を「水平2方向加力時の高減褒ゴム系積旧ゴム支

2008年 02月

経緯(つづき)

水平2方向加力時の復元力特性が建物応答および免臓層
に与える形彗を引害続き検討

検討結果を「水平2方向加力時の高滅妻ゴム系積層ゴム吏
承の性状について 一応答特性―」にまとめ、HPで公開

2010年 06月 ～2011年 04月
車洋ゴムがコベルコ科研において.縮小H験体 (0290および
0240)による実験を実施し、限界特性を確隠

2011年    プリヂストン既存X06、 E04の大巨隠定 (再)取得
プリヂストン新規X06Rの大臣隠定取得
東岸ゴム既存G035、 G039、 G062の大臣認定 (再)取得

2012年    プリヂストン新親X04Rの大臣隠定取得

」SS1/整 GEn]牲術奉 日会 報告会持 綱ヽ報 告 `誉 20120516

IIIIIIIIIIIII

2010年 07月

phase O
(ことのはじまり)

UCSDでの実験概要

Ｙ
方

向
奏
世

ｍ

畑力衰位EE

H験機E(餞的耐c Rttonee
Mb面編耐 9n E漁節 oe)
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結 果

」ss1/第 6回技術委員会報告会技術報告会 20120516

IIIIIIIIIIIII

VIDEO
(10:00頃副離 )

剥離の様子

※荷重支持能力は維持している

JsS1/整 6日桂術奉目会魏告会社術報告会 20120516

け

ねじれの付加

」ss1/箋 6口桂術奉目会報告会技術報告会 20120516

+X方向から ―X方向から

各支承の荷重変形

o1300

高漑衰ゴムの復元カ
特性は2方向加力の

嗣
帥
。
靱
枷
¨
如

0700

WG/SWGの 発足

水平三方向加力時の免誕部材の特性と検証法WG
主査:高山 孝夫 (福岡大学 )

高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG
主査 :北村 春幸 (東京理科大学 )

JsS1/室 6[n]注術奉目会麹告会社術報告会 20120516

phase l
(2方向加力を考慮した積層ゴムの限界特性の検討 )

」SS1/第 6回技術委員会報告会技術報告会 20120516
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実験1(結果 )

」SS1/第 6回転術を目会報告会社術報告会 20120516

● HRBのみ大きくねじれ変形が生じ、限界ひずみが低下する
●限界ひずみの低下はねしれによるせん断ひずみで説明できる

喜帝_|_|三

実験2(結果 )

」SS1/第 6回技術委員会幸風告会技術幸限告会 20120516

●加力速度の増加と共に限界ひずみは増加する
●繰題し回数と共にねじれひずみは増加するが、1 0cycね程度で一定値となる

限界ひずみの加力速度依存性

H験体:縮小HRB

繰り返し加力によるねじれによる
最大せん断ひずみの理化

実験3(結果1)

-1-1甲

」SSt/第 0回技術委員会報告会技術尊風告会 20120516

●ねじれによるひずみはS2に反比

例する
。1方向加力では限界ひずみはS2
に大きく依存するが、2方向加カ
ではその依存性が小さい

IIIIII上 回

おじれによ
るせん断0

S2

実験3(結果2)

●ねじれによるひずみに与えるoの
影響は小さい
。1方向加力では限界ひずみはo
に大きく依存するが、2方向加カ
ではその依存性が小さい

σ

ねじれによる最大せん断ひずみ

ねじれのメカニズム

イ

け2

限界ひずみの算出法

STEP l  ″μを,600以上の実大H験体の実験結果に基づき評価する

と緯露癬輌羅筵猛係を近似

ねじれ翼形による
せん断ひずみはS2 (2)/jヨ翌

“

ざネ憲ys2

/3 (1

」SS1/第 6回技術委員会報告会技術報告会 20120510

STEP 2

STEP 3
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phasel まとめ

■ HRBは水平2方向加力により限界ひずみが低下する

■この原因はねじれ変形による局部的なせん断ひずみの増加
で説明できる

■水平2方向加力が塵屈に与える影響はない
(むしろ座屈しにくくなる)

■水平2方向加力時の限界ひずみの算出法を提案した

時の再減衰ゴム系積層ゴム支漱の性状について 一限界特性―」
眸観は下記e照
「水平2方向加カ

(2方向加力を考慮した応答特性の検討 )

phase 2

履歴特性

(b)精日1ロカ (長

“

方向)  lC】 相円加力 (短崎方向)

JSS1/銃 6口構術 奉 日会郵告 会措 術報 告会 20120516

ひずみ0近傍で

8

こ
ニ

3

こ
掘

ループ面積が増加

e

(a),方 向加カ

履歴モデル(水平1方向 )

詳細に近似するモデル    2方 向モデル

Jss1/壌 6同措術 峯 目姿類 告奈特術 報 告余 20120516

？≦
側
筆

宮
工
側
煙

一三
側
蕉

IIIIIIIIIiIII

戸 か
,7=

400%ひずみまで

山

270%ひずみまで 400%ひずみまで

変位 [mm]

設計で通常使われ
るモデル

履歴モデル(水平2方向 )

2方向モデル(4タイプ)

.1方向復元カモデルのMSStヒ

.山本モデル

Jss1/笛 6国構術碁 目会章罷告会桂 術報 告会 201つ 0516

IIIIIIIIlilil

2方向特性の再現(情円加力)

膨 sI高厖
密工
刷
悼
轟
嶼

『一‐一中一峙蜘

４
　

　

　

】
一

〓主
剛筆
轟
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『（一一一‐‐］幹‐峙蜘
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検討用建物モデル

S造 14階建て十基盛免服 の建協モデル

高減要積層ゴム(XO.6)を 25基配置
。 φ700,,900,Ⅲ 1200(ゴム厚さ200mm)

三方向地震動(告示極稀 )を入力
.分配パラメータ0=0.10卜 ,̈90 deg
。 入カエネルギーがほぼ一定

uSS1/第 6回技術委員会報告会技術毒風告会 20120516

65,200

43,200

50F00X入力

建家の最大応答

村一を韓幹‥―」一担

望昌
Ｒ
瑾
奎や
］
ネ
噛

蛋

翡4つのモデルの建はそれほど大きくない

応答が大きくなるパラメータ0=0° ,90° → 1方向入力

昌
4

P

‐一ミトＨ能

賓
霊
盤四
凛
＊娯
］
雑
騒
引

免震部材の最大応答

―●― 山本モデル        
ー

山本モデル (‖SS)

2≦

巫昌:
変位応答は1方向入力時が最大になるにもかかわらず積旧ゴム
に発生する最大せん断応力度は2方向入力時の方が大きい

一‐‐一一一‐一一担

宿
ｎ
卓
黙
ネ
哨
醒醒
球

蕃

翡

一ｄ
畠
製
ミ
慢
塩
ｔや賓
辟

phase2まとめ

XO.6タイプの高滅衰ゴム系積層ゴム

積層ゴムのせん断ひずみが約200%となる入カレベル
構入カエネルギーを等価にする2方向入力

■建物の応答値について:

2方向入力では各方向の最大値発生時刻が異なるため、1方向入
力時の応答の方が大きい。MSSによるモデル化が応答値に与える彫
悟は少ない。

■積層ゴムについて:

2方向入力によりねしれ応力度が加わり、1方向入力時よりも厳し
くなる場合がある。MSSによるモデル化はこの影害をやや過小評価
するため、評価の際は1コl程度の余裕を見込むことが望ましい。

眸細は下FEem:
「水平2方向加力時の高滅衰ゴム系積旧ゴム支承の性状について

という条件下で;

}

一応答特性―」

」SS1/蛍 6FHl常衛碁 目余郵 告余持 喬鷺掃告余 つ0120S16

IIIIIIIIIIIII

phase 3
(フォロー)

東洋ゴム製品の実験

3タイプの実施

GO.35

GO。 39

GO。 62
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¬

加力状況

GO.62、 S2=3、 Y=300%(長軸 )

履歴曲線

GO.35、 5、 112情円加力

シ

歩″
´ ~

興軸方向 "戸 長触方向

髭

短軸方向

(b)2方 向加力

‖IIIIIIIII‖   I¨

(a)1方 向加力

■高ひずみ領域で差が大きい

■ GO.39も 同様の傾向

履歴曲線

員軸方向の

孵
1回 目

=5、 1:2惰円加力GO.62、

〃 _

1回目
π

短軸方向

(a)1方 向加力 (b)2方 向加カ

ねじれによるひずみの推定

phaselで示した考え方に基づき整理できることを確認

」SSi/第 o回技術委員会報告会技術報告会 20120516

▼
下
ツ

GO.35 GO,39 GO.62

部材認定について

圧縮限界線国の変更

1方向加力時の限界ひずみ

面圧

ひずみ

■ 2方向加力により限界ひずみが低減される場合がある

■座属への影響は見られない

認定伊J(プリヂストンXO.6R)

2:1情円加力による水平2方向
加力H験に基づき定めた基準値

超 麹

158



認定側(東洋ゴムGO.35)

脇

求平2方向加力時の限
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8.免震部材部会 ダンパー小委員会

第 1章 はじめに
免震部材を構成する減衰材 (ダンパー)に関する技術報告ついては、これまでに、第 4回技術報
告会では、免震部材製造者が保有している各種ダンパーに関する試験データを収集・整理して、こ

れらの試験デユタの分析・評価からダンパーの限界性能、基本性能、各種依存Jl生を明らかにすると

ともに、ダンパーの性能比較や設計上の取り扱い、施工・維持管理の留意点等について取り纏めた

内容について報告した。

また、これらの成果は「ダンパー小委員会活動報告書」としてJSSI会員専用ページに出IB公開
(h中.|1螂亀ssioOttp/mcmbcrshdex.htm1 2007年 7月 23日 掲載)している。

第 5回技術報告会では、近年の巨大地震の発生に伴い、発生すると予想される長周期地震動に対

して、免震層が従来の地震動応答に比較して多くの繰り返し変形を受けた場合に、懸念される免震

都材のエネルギー吸収性能に重きをおいた、ダンパーの現状と課題について報告している。

その後、ダンパー小委員会の下連の活動の成果として、アインレータ小委員会と同様な活動目標

をもつて計画した、「免震構造π部材の基本から設計・施工まで一」 (オーム社 2010。 12発刊)に
おいてダンパーに関する原稿執筆を行い、実務者を対象として、多様なダンパー (鋼材ダンパー・

鉛ダンパー・摩擦ダンパー・オイルダンパー・粘性ダンパー・粘弾l生ダンパー)における基礎知識
と最新の知見を可能な範囲で紹介した。

また、これらの活動と平行して、現在まで①ダンパーにおける新たな知見 (長周期地震動、2方

向の影響評価等)の継続的な調査・検討、②応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会への協
力、③防耐火部会 オイルダンパー耐火性能WGへの協力などの活動を行ってきている。

特に2011年 3月 H日 の東北地方太平洋沖地震では、ダンパーにおいても、予想されていた事象
の有無はあるにせよ、変状が報告されており、免震部材における新たな課題も提起された。

以上から本報告では、①東北地方太平洋沖地震における鋼材ダンパーおよび鉛ダンパーの被災後

の現状と今後の課題、②南海トラフ沿いを震源とした長周期地震動 (三連動)における各ダンパー

のエネルギー吸収性能評価、③「免震構造一部材の基本から設計・施工まで一」のダンパーの掲載

概要について紹介する。
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第 2章 東北地方太平洋沖地震におけるゲンパーの状況
20H年 3月 11日 に発生した年東北地方太平洋沖地震では、東北 。関東地域のみならず震源から

700km離れた大阪においても震度が小さいものの超高層建築物などが長周期地震により揺れており、

広範囲に免震部材が振幅の大小はあるものの、長時間の繰返し振幅を受けているものと考えられる。

JSSIのアンケー ト調査等によれば、基本的には各免震部材は、免震効果として十分有効に機能した

と云えるが、震災後の免震層の点検において、鋼材ダンパーの塗装の剥落 。ボル トの回転、鉛ダン

パーの亀裂等の現象が多くの建物でみられていることから、これらに関する技術的所見および保有

性能等について以下に記述する。

21鋼材ダンパー (U型およびループ型)
2.1.1被災後に確認された現象

鋼材ダンパーに関して被災後に確認された主な現象は下記の3項目である。

① ダンパーロッドの残留変形 (写真 2.1.1)

② ダンパー取付ボルトの回転 (写真 2.1.2)

③ 塗装の剥離 (写真 2.1.2)

写真 2.1.1ダンパーロッドの残留変形 写真 2.1.2ボル トの回転および塗装剥離

2.12技術的所見

(1)ダンパーロッドの残留変形

鋼材ダンパーは鋼材が塑性変形することにより、地震時にダンパーとして機能を発揮する。ダン

パーロッドの残留変形はダンパーが地震時にエネルギーを吸収したためである。写真 2.1,3は、鋼材

ダンパーヒチD55× 8の性能確認試験における振幅±lcmか ら±85cmの漸増カロカ (図 2.1.1)終了後の様

子であるが、同様の残留変形が確認できる。

守

〃 房 う巧 菊

/// / /
′
//

|

| |

|

| | | | ||| /ノ

と ユ 堅 垂 多ろ 穿生
E

図2.1.1漸増載荷試験の荷重―変位関係
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(2)ボル トの回転

ダンパーロッドを固定するボル トは、せん瞬ボル トとして設計しており、ボル トまわりのクリア

ランスによるガタ付きやループダンパーの端部回転により、ボル トが回転したと判断される。なお、

ボル トの回転対策については、ねじ部に接着材を塗布することによリボル トを回転しにくくする方

法が確立されており、今後の出荷案件に対して有効と考えられる。

(3)塗装の剥離

ダンパーロッド部分の剥離は、地震時にダンパーとして機能を発揮し、鋼材が塑性変形を繰返し

たことによるものと判断される。また、ボル ト周辺部の剥離は、ダンパーの繰返し変形に伴ってボ

ル トの回転やダンパーロッドとベースプレートのズレが発生したことによるものと判断される。な

お、塗装対策については、現行仕様よりも変形追従性の良い新塗装が確立されており、補修塗装お

よび今後の出荷案件に適用できる。

21,3保有性能に対する影響

(1)ダンパーロッドの残留変形

鋼材ダンパーは塑性化してエネルギー吸収を行うとダンパーロンドに変形が残るが、残留変形が

確認された後も安定した履歴ループのエネルギー吸収性能を維持することが実験において確認され

ている。したがつて、鋼材ダンパーは必要に応じて疲労損傷度の確認を行うことにより継続使用が

可能である

(2)ボル トの回転

せん断ボル トとしての機能を発揮出来るかぎりにおいては、急激なエネルギー吸収性能の低下は

ないと考えられるが、ボル トの回転が確認された場合は、初期状態に戻すために回転しているボル

トは締め直す必要がある。U型ダンパーのボル トの回転量を変えて加力試験を行つた結果を表2.1.1

に示す。回転量が60°以下では大地震時の性能に与える影響は少ないためその緊急性は低いが、1次

剛性が低下しているため、しかるべき時期において締め直す必要がある。

表 2.1.1ボル トの締付け状況をパラメータとした性能確認試験結果

(3)破断までの残存性能

ダンパーがエネルギー吸収をしたことによる疲労損傷度の確認が必要な場合は、ダンパーの疲労

曲線とMher則を用いた検討法等により評価可能である。また、ダンパーロッド部に疲労による亀

裂が確認される場合には、残存性能が少なくなっていると判断されるため、速やかに交換が必要で

ある。

加力諸元 規定変位におけるエネルギー吸収量

形式名
試験体
No

加力

方向

繰返し加

力振幅 ボルト締付け

状態

実験

結果

ハ・イリニア

モテ“ル 実験結果のハ`イリニ7
モテ
°
,レに対する比

(mm) (kN―m) (kN―m)

NSUD50x4
(規定変位

30cm)

H23-06-1 A

旦
=750

通常トルク管理 252 248 1,01

H23-06-2 A ゆるみ1回転 236 248 095

H23-06-3 A ゆるみ60度回転 243 248 098

H23-06-4 A 」=300 ゆるみ60度回転 243 248 098
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2.1.4維持管理に対する考え方

被災した免震建物の鋼材ダンパーに対しては、一次判定として免震建物点検技術者による維持管

理点検を行う。

一次判定において管理値を超えた場合には、二次判定において設計者が主体となり、保有・残存

性能を確認しその交換の要否を検討する。 (図 2.1.2)

一次判定

′ ヽ

点検技術者による

目視点検

異常あり

必要な対応
キ

後継続使用

■ボルト増し締め等

管理値を越えた場合

二次判定

′

設計者が主体とな

り建築主と協議に

より対応を定める

点検技術者による

目視・計測点検

常なし異

以管理値

ヽ ′

ヽ

♂

:

1

図2.1.2鋼材ダンパーの維持管理フロー

(1)鋼材ダンパーの維持管理 (一次判定)

被災した免震建物、鋼材ダンパーの保有 。残存性能を確認するために、応急点検あるいは詳細′点

検を実施する。目視による応急点検で異常が認められない場合は、建物の免震 l生能が十分に維持さ

れているものと考えられる。

日視により異常が認められる場合には、詳細点検にて寸法計測を含めた点検を実施する必要があ

る。今回の震災のように被災範囲が広域に及ぶ場合には、詳細点検に設計者・施工者・メーカーが

同行することは容易ではない。そこで、設計者がダンパーの保有・残存性能を確認・推定できるよ

うに、維持′点検技術者が′点検すべきヶ点検細則を表 2.1.2に整理した。

表中の形状の変化に対する管理値は、図 2.1.3に示すように鋼材ダンパーの形状変化率と疲労損傷

度のデータから設定している。

なお、建物の設計クライテリアや免震層の減衰性能に対する鋼材ダンパーの分担割合などによつ

て、設計者の判断により管理値を設定することも可能である。また、表 2.1.2に示す管理値について

は当面の推奨値であり、今後の知見により変更されることもあり得る。

継続使用応急点検

詳細点検

保有・残存

性能の推定

交換要否

検討
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表 2.1.2鋼材ダンパーの詳細点検細則

点検項目 調査方法僣 所) 管理値 備考

U
型
鋼
材
ダ
ン
ノく

十

鋼
棒
ダ
ン
ノく

I

ボル トの回転 マーキングのずれを目視確認

盗効

マーキングのずれ (ボ

ルトの回転)あ り

箇所を報告書に記載

する

表面亀裂発生状

況

塗装剥離部を中心に、亀裂有無

を目視確認(全効

亀裂有り 亀裂を撮影し、報告

書に添付する。(亀裂

の生 じたダンパー

は、原則 1セ ット全

数を交換する)

形状の変化 U型鋼材ダンパーロッドの高
さ寸法測定 (全数)

H H

変形最大寸法 (H´ )

/根元寸法 (H:設計

寸法)≦ 1.1

管理値を超えた場合

の処置は、設計者の

判断による (二次判

定)

鋼棒ダンパー先端位置の高さ

寸法測定 (全数)

新日鉄エンデイ )ンク
゛
製 :

巴コ琳
°
レーション製

Zu

ZL

高さ変化z=0.51Z(l一 Z』

新日鉄エンデニアリンク
S製

:

高さ変化量 (δ y)/
内法高さ (H:設計寸

法)≦ 0.1

巴コーホ
°
レーション製 :

(高さ変化

z=10■lm以下 :管理値

は参考値とし、累積損

傷とともに評価する)

ベースプ レー ト

と基礎の接合部

状況

目視及び計測 (全数)

(報告後設計者の判断

による)

変状がある場合は、

寸法を計測し、該当

部の写真を添付

免震層の変形

(U型鋼材ダン

パー・鋼棒ダンパ

ー累積損傷確認

用)

免震層内けがき計の変位記録

を写真撮影または模写する。

けがき計が設置されていない

場合は、エキスパンションジョ

イント等可動部の痕跡により、

最大変位を確認する。
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累積損傷度 0.1程度             累積損傷度 0。5程度 (φ 90)

図2.1.3鋼材ダンパーの疲労損傷度と形状変化率

(2)管理値を超えた場合の対応 (二次判定)

二次判定では、免震層の変位履歴から鋼材ダンパーの疲労損傷度を算定し、継続使用の可否を検

討する。鋼材ダンパーの疲労損傷度算定手法として、①Mher貝けによる検討法、②エネルギー吸収

率による検討法、③最大変位から簡易的に推定する方法が提案されており、ここではMher則によ

る検討法を紹介する。

変位履歴が判る場合は、変動振幅毎の繰返し数に計数し、疲労曲線から各振幅毎の疲労損傷度を

算出し、その総和を累積損傷度とするMher則を用いる方法がある。

Mh∝則は、鋼材の低サイクル疲労評価法として一般的に用いられている手法で、式(2.1,1)に より

評価される。

D=Σ ●,/A1/′ )ヽ                                  (2.1.1)
D:累 積損傷度
猾 :溶絹 の振幅の繰り返し数

彰 :眉絹 の破断回数(振幅から疲労曲線を適用して計算)

図 2.1.4は実際に被災した免震建物 (I病院 :宮城県石巻市)の罫書き変位記録である。この建物
のダンパーを回収し、Mher則により検討した結果を表 2.1.3、 2.1.4に示す。

3体の試験体の 0°方向の破断回数は平均で 74回であり式 (2.1.2)の疲労曲線から求めた無損傷状

態のダンパーの破断回数 80回 と比較すると、疲労損傷度は 70/0と推定される。これは、罫書き変位

記録から算定した疲労損傷度 50/0と 良い対応を示している。

00  01  02  03  04  05  06  07  08  09  10  11  12

≡
年
一
∵
〓ヽ，
一
■
一
・

晒
―

ガ=(35ハ
「

015+3620 Ⅳr'~080)、 r=でデ/ね
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含】ヒ(+Y)

1 P6 7
P9

2

P7'

100

ユ南(一Y)

図2.1.4免震層軌跡(罫書)

σl P8
P2

pl

西(―

仰 ‐200‐300 P5

11

10  200

P13

匡⇒

4

表2.1.3罫書き記録の計数結果

*1:式 (21,2)|こより算出した振幅δ tiにおけるI皮断までの繰返し回数

表2.1.4 ダンパー疲労損傷度検討結果 (I病院)

2.1.5今後の課題

(1)長周期地震動に対して

継続時間の長い長周期地震については、今後の発生が予見されている東海・東南海・南海地震に

対して、従来考えられていた地震動の入カエネルギーよりも大きなエネルギーを設定して対策を講

じる動きが始まると想定される。

ｒぅ

西側ピーク値 東側ピーク値
て

',[lmml
/,[%] Ⅳ/,(*1)  D′

Pi 狛 Yi Pi 洒 Yi

1 Pl ‐170 36 P8 253 68 424 127 80.2 0.012

2 P3 ‐105 90 P13 158 -56 301 90 131.7 0.008

3 P2 ‐122 62 Pll 160 15 286 85 142.0 0007

4 P4 ‐107 14 P10 155 0 262 78 161.4 0006

5 P5 ‐93 16 P12 125 7 218 65 2140 0,005

6 R80上と仮定 P9 100 92 216 64 2175 0,005

7 P14 84 58 182 54 284.8 0.004

8 R80上と仮定 P7 22 87 170 51 319。 2 0.003

9 R80上と仮定 P6 17 87 169 50 322.6 0.003

ガつ,=   0052

振幅±213■m(/=127°/o)に

おける破断までの繰返し回

数

累積損傷度D 備考

無損傷状態の初期

値
80

式 (2.1.2)の疲労曲線より

算出

Mher則による震災

後の推定残存値
76 50/0

罫書変位記録 (図 2.1,3)よ

り算出

加振試験結果 74 70/O
震災後に建物から取り出し

た試験体 3体の平均値
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0∂ N′ 彰

鋼材ダンパーは繰返し加振においてエネルギー吸収性能が変化する (図 2.1.5)。 糸迷続時間の長い

地震動に対しては、繰返し回数とエネルギー吸収量の低下の関係を考慮した設計が求められる。対

応法としては、設計時にエネルギー吸収性能を低減する方法や繰返し回数によリエネルギー吸収量

を変化させる方法が考えられる。

繰 り返 し回数

図2.1.5繰返し加力に伴うエネルギー吸収性能の変化

lNSkチD50×4 振幅±60011114 A方向)

(2)ボアレトの回転に対して

今回のボル ト回転の発生状況を鑑み、以下の対応を行う。

a)ボル ト回転現象の通知

員元納入鋼材ダンパーが健全な状態に維持管理されるために、地震時のボル ト回転溌生とその後の

再締め付けが必要なことを発信する。

b)ボル ト回転対策 (員元納入案件)

上述の通知に加え、既納入木安件に対しては地震によるボル ト回転が発生しにくくなるような対策

を検討する。

c)ボァレト回転対策 (今後の出荷案件)

今後の出荷案件に対しては、ねじ部に接着材 (二液常温硬化型エポキシ系構造用接着剤)を塗布

する (写真 2.1.4)こ とによリボル トを回転しにくくする対策が確立されている (表 2.1.5)。 接着剤

を塗布したダンパーを交換する際のボル ト取り外しについても、加熱により接着剤を軟化させる方

法や大 トルクにより緩ませる方法により可能であることを検証している。

表 2.1.5接着剤を塗布 したダンパーのボル ト回転状況

サイズ 加振振幅 ボル ト回転発生サイクアレ

【チD50×8

(対象 2本 )
±5cl■×100サイクル、
±10cl11× 30サイクル、
±15cm・ 20cm× 1サイクル

最終サイクルまでボル ト

回転溌生無し

LΠ)50× 4 ±lcm～±75cm× 1サイクル、

以後±75cmを破断まで
漸増±75cmのサイクルで
ボル ト回転溌生

LアD50× 4 同上 漸増±60cmのサイクルで
ボル ト回転溌生

【チD50×4

(接着剤無)

同上 漸増±10cmのサイクルで
ボル ト回転溌生

［
Ｅ

Ｅ
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卒
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写真 2.1.4接着剤塗布状況
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(3)塗装の剥離に対して

ボル ト回転現象と同様、必要に応じて塗装の補修が必要である旨を通知する。

現行仕様よりも変形追従性の良い新塗装が確立されており、補修塗装および今後の出荷案件に適

用される。ヒチD40(限界変形 55cln)において現行仕様の塗料と変形追従性を改良した塗料を施工し
比較を行った例を示す。表 2.1.61こ示す載荷プログラムにて載荷を行つたダンパーの試験終了後の様

子を写真 2.1.5に示す。現行仕様の塗装は漸増載荷の振幅±50clinのサイクルで塗装に浮き/しわが

確認されその後まもなく剥離したのに対し、新塗装はダンパーロッド破断直前に塗装の一部はく離

が確認された程度でありそれ以前は繰返し載荷においても浮き/しわも確認されなかった。なお、
この実験は塗装後 2週間経過したダンパーに対して行った結果であるため、経年変化による塗膜硬

化の影響については今後の課題である。

表 2.1,6載荷プログラム

試験 漸増載荷試験
繰り返し

試験

振幅lnm) ■10 ■30 ±50 ±100 ±200 ±300 ■400 ±500 ±550 ■550

サイクノ鞍 1 1 1 1 l

いずれかの

ダンパーロ

ッドが1破 1断

するまで

写真 2.1.5 試験終了後の様子

現塗料

新塗料

新塗料

現塗料
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2.2鉛ダンパー

2.2.1被災後に確認された現象

被災後の鉛ダンパーに発生している現象は、ダンパー本体の亀裂である。JSSIの 2009年 12月末

までの集積データにおいて鉛ダンパーを使用している免震建物は、全国で 13%程度といわれており、

6,000台以上の出荷実績がある。このうち、半数強が今回の地震で震度 5以上を経験したと思われる

関東 。東北地方に出荷されており、2011年 12月 時点における地震後、亀裂に関する情報は約 30件

ある。代表的なものを写真 2.2.1～ 2.2.3に示す。なお、写真 2.2.3は、今回の地震前に亀裂が発生し

ており、地震により進展・顕在化したものである。

写真 2.2.1

確認(深さ

関東の建物で

約 3■m)
写真 2.2.2東北地方の建物

で確認(深さ :約 7■m)
写真 2.2.3関東の建物で確認

(深さ 震災後約 301xll■ )

2.22技術的所見

(1)亀裂の発生状況

1)亀裂深さの分類

亀裂の形状は変形量によって異なる傾向がある。±4001rimを超えるような大変形では表面の一部

が伸ばされて開日したような状態となり、変形が繰返されると、温度上昇を伴うため形状変化を伴

う。変形量が小さい場合は温度上昇が小さいため形状変化は少なく、亀裂のみが進展して見える特

徴がある。写真 2.2.4～22.61こ各実験時の振幅毎の亀裂の状態の一例を示す。

写真 2.2.4振幅毎の亀裂一例 写真 2.2.5振幅毎の亀裂一例(振
(振幅 400■m、 3サイク,レ後)   幅 100■m、 200111n各 3回後)

写真2.2.6振幅毎の亀裂一

例(振幅 5]II■■、9000回時)

2)亀裂発生の位置

亀裂は鉛ダンパーの可とう部に、断面と同心円状に発生するケースが最も多い。しかし、他にも

中央部分や縦方向に発生しているもの確認されており、建物の応答等によつて発生位置は様々なケ

ースがあると思われる。
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(2)亀裂の発生原因

微小振幅の繰返しで発生する亀裂の破面には、疲労

破面の特徴である縞状の模様 (ス トライエ
エション)

が確認されていることから (写真 2.2,7)、 原因は、鉛

ダンパーの条件下における繰返し変形による鉛の金属

疲労と考えられる。

写真 2.2.7 疲労破面に見られるス

トライエーション
2.2.3保有性能に対する影響

(1)亀裂と破断

図 2.2.1に様々な振幅で行った鉛ダンパーの疲労試験結果を示す。従来、鉛ダンパーは地震を想定

した比較的大きな振幅での疲労試験を行なっていたが、近年、微小振幅領域での研究がなされ報告

されている。

1000

100

01

10 100      1,000     10,000    100,000   1,000,000  10,000,000

繰返し回数

図2.2.1鉛ダンパーの疲労試験結果

(2)降伏荷重比

亀裂が発生した鉛ダンパーの性能は、亀裂を同心円状の形状と想定し、かつ円周の 1/3を欠損面

積とみなした場合の面積比率で予測することができることから、降伏荷重比 ryは、全断面積に対す

る欠損面積を除いた断面積の比率として(2.2.1)式で求めることができる。

既
往
の
研
究
範
囲

ｅ
Ｅ
＝
運

曝
ｋ 最

近
の
研
究
範
囲

甲―鋲劉      卿
И:ダンパー断面積  α:欠損面積  T降 伏荷重比
´:最大亀裂深さ (“

“
)R:鉛 ダンパー半径

α:面積比

~「
δ=2269 Nd 0545円 |
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◆U180き裂時

▲U2426破 断時
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(3)エネルギー吸収性能評価

1)Mher則 による検討法

鋼材ダンパーと同様にMher則を用いて、 (2.2.2)式により亀裂発生を考慮した累積損傷度を評価

することができる。また、その際、破断回数ハげテは(2.2.3)式による。

D=Σ寺≦1               92つ
D:累積疲労損傷度

4:′番目の振幅の繰り返し数

Ⅳ加:デ番目の振幅の破断回数 (式 (2.2.3)よ り計算する。)

Ⅳ′=1,38× 106δ
183                (2.2.3)

σ:片振幅(陶阿)

2)エネルギー残存率

亀裂が発生した鉛ダンパーの、新規品に対するエネルギー量(以下、エネルギー残存率)は 1-Dと

考えることができることから、(2.2.4)式で評価できる。

(2,2.4)

3)亀裂が発生した鉛ダンパーの残存性能の予測

亀裂深さと降伏荷重比・エネルギー残存率の関係を図 2.2.2に示す。亀裂が発生した鉛ダンパーの

亀裂深さ(比 )から降伏荷重比、およびエネルギー残存率を推定することが可能である。

式(221)
ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ
ヽ

式 (224)

――― 降伏荷重比

― ― エネルギー残存率

聖生=1_D=1_≒ =1-:11-ち )

梓
伴
燦
―
昨
ミ
ヽ
日
・聟
側
憚
≦
註

0 01        02        03        04

亀裂深さ比(最大亀裂深さ/ダンパー半径 )

05

図 2.2.2亀裂深さ比と降伏荷重比、エネルギー残存率の関係
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2.2.4 維持管理に対する考え方

(1)鉛ダンパーの維持管理(一次判定)

被災した免震建物の鉛ダンパーは、鋼材ダンパーと同様、2段階の判定を行う。その際、一次判
定においては、亀裂深さの他、振幅レベルが大きい場合には、形状変化の影響が大きくなることが

あるため、形状に対しての管理基準値も設定している。

表 2.2.1に鉛ダンパーの点検細則の抜粋を示す。

表 2.2.1鉛ダンパーの詳細点検細則

点検項目 調査方法(箇所) 管理値 備考

表面亀裂深さ クラックテスター等によ

る測定(全数)

最大深さが下記値以下

U180型  :10mm以 下
U2426型  :15mm以 下

管理値を超えた場合の処

置は、設計者の判断によ

る

(二次判定)

表面亀裂長さ±2 スケール等による測定

(全効

ダンパー毎に最大値を報

告書に記載する

表面亀裂幅 クランクスケ~ル等によ

る測定(全効 同上

表面亀裂発生状況 目視確認 (全数)、 亀裂部

をチョーク等でマーキン

グ及び写真撮影

D口〉 ← B

↑

亀裂を生じたダンパーに

ついて4方向から全体写

真を撮影し、かつ深さ管

理値を超える全ての亀裂

及び最大亀裂深さ部位に

ついてクローズアップ写

真を撮影し、報告書に添

付

可とう部の軸径の

変化

可とう部 (フ ランジ外面

から 180mmの位置)に
て直交する2方向の軸径

を測定 (全数)

皿

皿

直交する 2方向の平均値
が下記値以下

U180型:200mm以下

U2426型 :280mm以下

管理値を超えた場合の処

置は、設計者の判断によ

る

(二次判定)

ベースプレー トと

基礎の接合部状況

目視及び計測 (全数)

(報告後設計者の判断によ

る)

変状がある場合は、寸法

を計測し、該当部の写真

を添付
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(2)管理値を超えた場合の対応(二次判定)

一次判定において管理値を超える異常が確認された場合、より詳細な検討である二次判定を行う。

二次判定では、一次判定同様に詳細点検で測定した鉛ダンパーの亀裂の深さにより、
「2.2.3保有性

能に対する影響」に示す方法により残存性能を推定し、継続使用の可否を検討する。

また、鋼材ダンパー同様に累積疲労損傷度を推定し、継続使用の可否を検討する方法も可能であ

る。ここでは、その検討例として Eホテル (宮城県大崎市)における建物の応答予涙I値からの疲労

損傷度算定を紹介する。

【エネルギー吸収性能の事例検討】

東北地方太平洋沖地震の際、震央から50kinほ ど離れた宮城県大崎市に建つ免震建物 (Eホテル)

では、震度 6強の揺れに見舞われた。免震シス>ムには積層ゴムのほか、鉛ダンパ‐と釦棒ダンパ

ーが使われているが、鉛ダンパーについては、今回の震災を含め過去の地震の累積によつて可撓部

の塑性化が大きくなつたため取り替えを行つた。ここでは、エネルギー吸収性能の事例として、回

収された鉛ダンパーの地震時応答の推定と残存
サ陛能確認試験の結果について報告する。

図 2.2.3は実際に被災した免震建物 (Eホテル :宮城県大崎市)から回収した、鉛ダンパーの繰返

し加力試験結果の一例である。実験結果と建設地近傍の観測記録に基づくシミュレーション解析か

らMhcr則 によりD値を推定したものを表 2.2.2に示す。また、各試験における累積変形量と降伏

耐力の関係を纏めたものを図 2.2.4に、写真 2.2.8に力日振前後の鉛ダンパーの写真の一例を示す。

地震時の D値は0,23程度、今回の試験でのD値が 0.7程度となることから、回収された鉛ダンパ

ーの残存性能は新規品と比べても相当残つていたと推定される。ただし、ダンパーの形状変化が大

きいものは、耐力が低めになること、およびエネルギー吸収能力 (履歴面積)の減少率は新規品に

比べて大きくなっている。

表 2.2.2 Mher則 におけるD値の推定

試験体
加振

方 向

振幅

(mm)

実験時の

サイクル数

実験時
D値

等価サイクル数

(累積変形 20m)
地震時
D値
D値
総和

No。4

P

50 500 0.466 100.0 0.0932 0.559

No.2 100 200 0.662 50.0 0.1656 0,828

No。 1 150 100 0.696 33.3 0.2319 0。 927

No.8 150 100 0.696 33.3 0。2319 0,927

No.6

0

50 400 0.373 100.0 0.0932 0.466

No.5 100 200 0.662 50,0 0.1656 0.828

No.3 150 130 0.904 33.3 0.2319 1.136

No.7 150 80 0.556 33.8 0.2319 0.788
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図 2.2,4累積変形量と

降伏耐力の関係

(a)加振前    (b)力日振後

写真 2.2.8 N01 P方向

l±15011m100サ イクル)

――…… 50mm P方 向
…………・ 50mm O方 向―

一一―-100m P方 向
・¨¨¨-100m O方 向
_一―… 150画 P方向
・………… 150耐 nO方 向
―――― 新規品 150m P方 向

口

・・・

手

ヽ

0

174

100



2.2.5今後の課題

(1)亀裂対策

微小振幅の繰返しによる亀裂に関して、亀裂を抑制する対策を検討中であるが、ここでは、その対

策例として、鉛ダンパー取付け部の振動を絶縁する検証実験を紹介する。

【鉛ダンパー取付け部の振勃絶縁法に関する検証実験】

振動絶縁の方法は、写真2.2.9に示すようにU180型鉛ダン

パーの固定ボル トを lM30)の軸部を切削し、軸径を251xun

として、±4-程度までの振動を鉛ダンパーに伝達させな
い場合と、さらに、切削したボル ト軸部にゴムシー ト (厚

さ2側阻)を巻いた場合について実験を行つている。試験結

果の一例として、図2.2.5に ゴムシー トを巻いた場合の大振

幅加振時の履歴曲線 (O方向)を示す。

写真 2.2.9図上部の固定用ボル ト
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図 2.2.5大振幅時の履歴曲線 (0方向加振)

(2)微小振幅繰返しによる亀裂発生の検討

微小振幅の繰返しによる亀裂について風応答を主原因とした場合の、免震層の特性に応じた亀裂

深さおよび繰返し耐久性についてのシミュレーション解析および評価方法に関する情報収集。

(3)鉛ダンパー取付け部の損傷

その他、鉛ダンパーについは、神奈川県内 (震度

4)の免震建物で、亀裂発生以外に写真.2.2.10の よう

に鉛ダンパー (U180型 )の取付け部においてコンク

リー トが破損している状況が報告されている。原因

は、ベースプレー トに曲げモーメントが働いてスタ

ッドボル トに引張力が作用し、コンクリー トの付着

破壊またはコンクリマ ト破壊が生じたものと考えら

れるが、同様の現象は、2005年福岡県西方沖地震の

被害報告でも指摘されている。
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第 3章 長周期地震動における各種ダンパーのエネルギー吸収性能評価

31は じめに
長周期地震動による免震建物の応答性状に関して、平成 23年度建築基準整備補助金事業「42超

高層建築物等への長周期地震動の影響に関する検討」の建物WG免震SWG(日 本免震構造協会)
において検討されている。そこでは、作成した長周期地震動を用いて様々な免震建物の応答値を求

め、免震建物の安全サ陛の検討を行っている。

本小委員会では、免震SWGで行われたモデル建物の角罪析結果の免震部材のエネルギー吸収に関
するデータを入手し、免震部材の健ハ毛ザ陛の検討を行った。以下にその概略を示す。

3.2検討用入力地震動

検討に用いた地震動はすべて、東海 。東南海 。南海地震の 3連動地震による地震動である。基準

整備事業 42において作成された長周期地震動のうち、大阪平野の地震動として大阪市比花の地震動

を、濃尾平野の地震動として愛知県津島市の地震動を、関東平野の地震動として東京都新宿の地震

動を用いた。また、断層近傍の地震動として静岡県浜松市の地震動も用いた。平成 21年度の検討で

は此花、名古屋、津島、新宿の4地点で行ったが、名古屋は津島と地震動の特性は近く、レベル的

には津島の方が大きかったことから、名古屋は対象から外し代わつて非常に地震動のレベルの大き

い浜松を採用した。また、各地点において、平成 21年度と同様に、平均 (AV)と平均十標準偏差 (SD)

の地震動の検討を行った。

表 3.1に地震動の一覧表を示す。図 3,1に加速度波形、図 3.2～3.5に これらの地震動の擬似速度

応答スペクトルpSv(hO,05)及びエネルギースペクトル詭(110,10)を示す。ここにおいて、此花、津

島、新宿に関しては、破線で平成 21年度に検討した地震動によるスペクトルも示している。この地

震動は、此花が南海地震による地震動であり、津島と新宿は東海・東南海連動地震の地震動である。

なお、今回作成された地震動は、回帰式の作成にあたり下記のような改良が力日えられている。ま

た、東海 。東南海の断層モデルも前回のものと異なっている。

.“l.12項を付け加え頭打ちを考慮できるようにした。

・東 (太平洋プレー ト)と西 (フ ィリピン海プレー ト)の地震動の違いを考慮した。
・東北地方太平洋沖地震の本震は震源がまだ特定できていないので、経験式には考慮されていな

いが、余震は考慮されている。

表3.1検討用入力地震動一覧

略称 封象地震・評価地点など
加速度

C14/S2

速度

c111/s

継続時間

S

OSKH02 AV 東海 。東南海地震・南海地震 此花 平均 98.5 38.1 740.0

OSKH02-SD 東海・東南海地震・南海地震 此花 平均+標準偏差 147.2 45.0 740.0

AIC003‐AV 東海 。東南海地震・南海地震 津島 平均 199,4 26.8 740.0

AIC003‐SD 東海 。東南海地震・南海地震 津島 平均+標準偏差 380.4 42.6 740.0

KGIN‐AV 東海・東南海地震・南海地震 新宿 平均 42.1 2■ 6 740.0

KGIN―SD 東海・東南海地震 ,南海地震 新宿 平均+標準偏差 77.2 31.0 740,0

SZ0024-AV 東海・東南海地震・南海地震 浜松 平均 576.8 40.1 740.0

SZ0024‐ SD 東海 。東南海地震 。南海地震 浜松 平均キ標準偏差 10694 37.8 7400
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図 3.1検言寸用入力地震動の時刻歴波形
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凶 3.4 新宿の擬似速度応答スペ ク トル(110.05)及 びエネルギースペ ク トァレ(ll=o。 1)
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図 3.2 "ヒ花の擬似速度応答スペクトル(110.05)及 びエネルギースペクトル(110.1)
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図 3.5 浜松の擬似速度応答スペクトル(hO.05)及びエネルギースペクトル(110.り

3.3検討用建物

平成 21年度の検討では、設計時期・建物高さ。免震システムなどがバランスよく網羅されるよ

うに選定した 40棟のモデル建物で行った。ここにおいて、設計時期は第一期 (1994年以前)、 第二

期 (1995年～1999年 )、 第二期 (2000年以降)の 3期に分類し、建物高さは低層 (20m未満)、 中
高層 (20m～ 60m未満)、 超高層 (60m以上)の 3つに分類している。
今回の検討においては、この40棟のなかから22棟を選定し解析を行った。表 3.2にモデル建物

ジストを示す。ここにおいて、着色されている建物について免震部材のエネルギー吸収の検討も行

つており、本小委員会ではそのデータを用いて検討を行った。

表 3.2モデル建物リスト

- 3rendo SZ0024-AV3rendo S20024-SD

Jキμ

一／
ヽ

＼

＼

記号 分類
軒高

(m)
設計年 構造種別 免震システム

固有周期(s)

基礎固定 200%ひずみ時
A‐ 1 低層第 1世代 134 1987 RC LRB+]ヽlR 041 1.77

A‐3 中高層第 3世代 34.6 2003 RC IIDR+ふ lR 0.73 3.25

B‐3 イ氏層第 3世代 13.I 2000 RC NR+SL+OD 0.217 3.36

B-4 超高層第 3世代 120,9 2006 RC NR+SL+OD 316 6.19

C‐2 中高層第 1世代 361 1994 SRC,S LRB 082 299

C“ 超高層第 3世代 88.5 2008 RC LRB+卜lR 2`27 4.93

D‐2 中高層第 3世代 29.9 2007 RC LRB+さ lR 0.863 3.45

D-4 超高層第3世代 144.0 2006 RC LRB+CLBttOD 345 6.43

E-1 中高層第 2世代 30.6 1996 RC LRB+NR 079 3.4

E‐2 中高層第2世代 26.1 1996 RC N学鉛〕鋼棒D 0.68 2.56

E‐3 超高層第 3世代 67.4 2004 RC LRBttCLB 178 524

IⅢ4 中高層第 3世代 340 2004 RC LRB 087 3.87

Fも 中高層第 3世代 3■0 2006 S 小lR+SL 1.81 4.3

F-4 超高層第 3世代 140.0 2006 RC 小lR+SL 349 5.55

Gぃ3 中高層第 2世代 287 1997 CFT+S NR+OD 132 4027

G4 中高層第 3世代 24.2 2001 S NR+OD 1.039 3573

H‐ 1 低層第 1世代 l■ 9 1990 RC 卜lR卜鉛 D 027 223

II‐ 4 超高層第 3世代 60,4 2002 S 岨 将浴DユθttD 182 402

I‐ 1 中高層第 2世代 3■ 3 1996 RC IIDR 1.1 4.27

I‐2 中高層第 3世代 41.2 2000 RC NR+SL十 ,合 D+鋼 D 1.57 5,09

卜 1 中高層第2世代 44.3 1999 RC ふlR+CLB導岡D十()D 0.5 3,04

J‐3 中高層第2世代 292 1998 RC LRB+SL 0095 275
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3.4鋼材ダンパTのエネルギー吸収性能

(1)目 的

継続時間の長い長周期地震動を受けた免震建物に設置されている鋼材ダンパーの疲労損傷度につ

いて検討を行う。

(2)検討対象

検討対象の建物および入力地震動は、免震 SWGにおいて検討を行った応答解析の時刻歴応答変
位を基に、鋼材ダンパーが使用されている建物 3棟 (U型ダンパー :2棟、鋼棒ダンパー1棟)につ

いて検討を行つた。各建物ごとに、4サ″T卜×2レベル=8ケースの入力地震動を検討しており、そ
の中で最も応答変位が大きいサイトの応答について、平均 (AV)および平均+標準偏差 (SD)の 2

レベルを検討対象とした。

建物および入力地震動の概要を表 3.31こ、時刻歴応答変位波形を図 3.6～ 3.Hに示す。

表 3.3 検討対象の建物と入力地震動

経過時間(sec)

図 3.6 時刻歴応答変位 (J‐ 1:OSIく1102-AV)

||

I 1

J`1は i11‖ ll :耐iI111 ||れ :拍 にi
'w

Vtt i:‖ ‖
Wv V''亮。

|
I

|
|

,  I

II

経過時間(sec,

図 3.7 時刻歴応答変位 (J‐ liOSI(I102-SD)

ぞ
二
撃
粗

（Ｅ
こ
工
報

建 勿 」-1 H-4 E-2

分 網 中高層 世 代 超高層 千三世代 中高層 第二世代
律證訛 千葉県ラミ更津市 長野県長野市 戸川区

地震動 OSKH02-AV OSKH02-SD OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD
免震層の最大変位(m) 0293 0.533 0.208 0341 017 03

免震層の総変位呈E離(m) 18.51 3584 11.6 226 1346 2666
免震層の最大速度(m/s) 044 085 0_44 052 044 08

ダンパー UD45 X 4 UD45× 4 70 φ R285(L)

I
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図 3.9時刻歴応答変位 (H‐4:OSKH02‐SD)

図 3,10 時刻歴応答変位 (E-21SZ0024-AV)
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図3.11 時刻歴応答変位 (E-2:SZ0024-SD)

(3)検討方法

疲労損傷度の算定方法は、時刻歴応答変位をレインフロー法により振幅毎の繰り返し数に計数し、

疲労曲線から各振幅毎の疲労損傷度を算出してその総和を累積損傷度とする Mher則 を用いた。U
型ダンパーの疲労曲線を(3.1)式および図3.12に、鋼棒ダンパーの疲労曲線を(3.2)式および図3.13に

示す。

/ι=(35Ⅳr'015+3620ハ″
~080)、

/=δ /力                            (3.1)
ここにhはダンパー高さ (【アD45は h284ィ Fllll)、 δは変位振幅、

“

は全変位振幅δtを hで除
して無次元化した値、Nfは破断までの繰り返し回数

1品

~WHイ

i

i!|‖

‖|II
「 期
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図 3.12U型ダンパーの疲労曲線 (【チD45× 4)

y=36010X・ 2062

ここに yは破断までの繰 り返し回数、Xは変位振幅 (片振幅 cm)

000
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）
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(3.2)

図 3.13鋼棒ダンパーの疲労曲線 (70 φ R285(L))

(4)検討結果

鋼材ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表 3.4にまとめる。また、各時刻歴応答変位波形におけ

る振幅毎の計数結果と疲労損傷度算定を表 3.5に示す。

鋼材ダンパーの疲労損傷度 (D値)は平均 lAVlに対して 0,040～ 0.144、 平均+標準偏差 (SD)

に対して 0.176～ 0。481と なっている。

表 3.4疲労損傷度検討結果

▲ 接線方向
◆ 中心方向
O A方 向
□ B方向

接線方向 :y=49450X・
09。

中心方向 : OX‐
2観

建物 」-1 H-4 E-2

分 麺 中高層 第二世代 超 三世代 中 層 第二世代

律詮地 千莫具ラミ更津市 東京都江戸川区

舶雷重,l OSKH02-AV OSKH02-SD OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD
れ雷層の昂大蒼位 (m) 0293 0_583 0208 0_341 0_17 03

官H雷層の総亦仕足F離(m) 1851 3584 116 226 13_46 2666
免震層の最大速度(m/s) 044 0_85 044 0_52 044 0_8

ダンパー UD45× 4 UD45 X 4 70め R285(L)

D値 0144 0481 0063 0229 0_040 0_176
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表 3.5振幅毎の計数結果と疲労損傷度

頻 度 疲労摂偶 顔 療 疲労損傷 頻 度 疲労損傷

中 的
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3.5鉛ゲンパーのエネルギー吸収性能

(1)目 白勺

継続時間の長い長周期地震動を受けた免震建物に設置されている鉛ダンパーの疲労損傷度および

温度上昇を検討する。

(2)検討対象

検討対象は、表 3.21こ牙tす H‐4(OSKH02‐ AV、 OSKH02‐ SD)、 E‐2(SZ0024‐ AV、 SZ0024‐ SD)

とする。

(3)全振幅頻度分布

上記地震動の変位応答波形の全振幅頻度分布(lcm>Jみ )を図 3.14に示す。いずれのケースも全

振幅区間 5cm程度までの頻度が多い。

1000
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700

600

螢  500

400

300

200

100

0 10     20 30      40      50

全振幅変位中央値(cm)

60 70     80

図 3.14全振幅頻度分布

(4)鉛ダンパーの破断時繰り返し回数

鉛ダンパーの一定振幅連続加振時の片振幅と破断時繰り返し回数の関係より、全振幅と破断時繰

返し回数の関係を図 3.15に示す。これによると、鉛ダンパーの破断時繰り返し回数はダンパー種類

に関わらず式(3.3)で表現できる。

Nd=1.38× 106δ
~188=1.38×

106(△ /2)~183. . 。(3.3)

Nd:破断時繰り返し回数、 δ:片振幅(mm)、 △:全振幅(mm)

D

レ

≫

）

◇
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図 3.15鉛ダンパーの振幅と破断時繰り返し回数の関係

(5)疲労損傷の検討

各振幅における頻度、式(3.3)から求められる破断時繰り返し回数、および疲労損傷度を表 3.6に

示す。なお、レインフロー法では半周期で 1回 とカウントしているため、各振幅における疲労損傷

度 Diは次のように求めた。

Di=五 /2Ni

Di:各振幅における疲労損傷度
五 :頻度データから求めた繰 り返し回数

Ni:疲労曲線から求めた破断までの繰 り返し回数。

(3.4)

鉛ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表 3.7にまとめる。

地震動が平均(AV)の場合、疲労損傷度 (D値)は 0,04～0.05、 降伏荷重比は0,97であり、平均+
標準偏差(SD)の場合では、疲労損傷度は 0.17～0,18、 降伏荷重比は 0.88～0,89と なっている。

表 3.7長周期地震動に対する鉛ダンパーの疲労損傷度検討のまとめ

H-4 E-2
超高層

長野 県 東京都江戸川区
OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD

免震層の最大コ L(m) 0.208 0.341 0.17 0.3

免震層の総変 `

とュ 瞳(m) 11.6 226 13.46 26.66

免震層の最大i :(im/s) 0.44 052 0.44 0.8

ガン′ヽ 一 U2426 U180
0.044 0.181 0.047 0.167

降伏荷重上L l-2D/3※
1) 0.971 0.879 0.969 0.889
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H-4
OSKH02-AV OSKH02-SD SZ00 4-AV SZO( 4-SD全振嘱

区間中央値
rcm)

疲労回数

(同Ⅲ
頻度
(同Ⅲ

疲労損傷 頻度
(Fl)

疲労損 l易 頻度
(同Ⅲ

疲労複暢 頻度

`同

う
疲労複傷

456 874 000145 948 000367 751 000291
15 34565 61 131 000379 55 000159 189 000547
25 35て 8 15 000111 18 o oolaa ,9 000,14
35 7330 9 000123 10 000136 13 000177 12 000164
45 4.628 7 000151 5 000103 4 000086 7 000151
55 3.206 6 000187 1 000031 2 000062 4 000125
65 2361 4 000169 2 000085 7 000296 6 000254
75 1817 2 000110 3 000165 5 000275
85 1445 2 000138 3 000208 4 000277 3 000208
95 1179 2 0001 2 000170 4 000339
105 982 1 000102 4 000407
115 831 1 1 1 000120 3 000361 2 000241
125 714 2 3 000420
135 620 1 000161 1 000161
145 544 1 000184
155 481 1 000208 3 000623 1 000208
166 429 1 1 000238 1 0002a3
75 885 1 000259 1 000,59 1 000,59
185 a4R 1 ク 000574 1 000287
195 316 2 000632 1 000316
205 239 1 000347 1 00034フ

215 264 1 000378 1 000378
225 243 1 000411 1 000411
235 225
245 208 2 000960
255 194 1 000517
265 180 1 000554 1 000554
275 169 1 000593 2 001186
285 158 1 000638
295 148
305 139 000717
315 131 1 000761 000761

00081 000805
1 000851

a45 111

a55 106

365 100
375 96 1 0010464
385 91

395 87 1 001151
405 83

415 79 1 001260
425 76

435 73

445 70

455 67

465 64 2 008102
475 62 1 0016128
485 60 1 0016755
495 57

505 55
515 53 1 00187
525 52

535 5C

545 43

555 4フ

565 45

575 44

586 42

595 41 1 00,4356
605 40

615 89

625 38

86

a5

655 a4

665 33

675 33

685 32

695 31

705 30

715 29
7ク S 29 1 003497

表 3.6累積疲労損傷度

D=  018102D=  004397

可86

D=  004694 DE  016



(6)温度上昇検討

各ケースにおける免震層の総変位距離、成収エネルギー量、上昇温度を表 3.81こ示す。

なお、上昇温度は以下のように算出した。

ZT=q/mc=QdX δ t/mc (3.5)

イこ
、
δ

Ｑｄ

ｍ

t :免震層の総変位距離、ZT:上昇温度、q:吸収エネルギー量、
鉛ダンパーの降伏荷重

鉛鋳造体重量 (U183410kg、 U2423740kg)、 c:鉛の比熱 (129」/(kg・ K))

吸収エネルギーが全て熱に変換された場合でも、最大約 52℃温度上昇する程度である。外気温を

仮に30℃ としても鉛の融′点327℃に比べて遥かに低い温度に収まり、鉛が融解することはない。実

際には本体からの放熱等により上昇温度はさらに小さい値になると思われる。

表 3.8温度上昇

項 目 H-4 E-2

AV SD AV SD

免震層の総変位距離δt(m) 1 1 6 22.6 13.46 26.66

降伏荷重 Qd(kN) 220 220 90 90

吸収エネルギー q(kN`m) 2,552 4,972 1,211 2,399

鉛重量 m(kg) 740 740 410 410

上昇温度 ZT(℃ ) 26.7 52.1 22.9 45.4

3.6オイルダンパーのエネルギー吸収性能

(1)目 占勺

オイルダンパーは、温度上昇や繰り返し回数によつて、エネルギー吸収性能は変化しないことは

知られている。しかし、単位時間当たりの入力熱量がオイルダンパーの熱容量を超え、外壁温度が

上昇していくと作動油の滲み出しが生じるという知見があるので、 限界状態としては、温度上昇に
よる油漏れが想定される。また、時刻歴応答で入カエネルギーを算出し、温度上昇予測式を用いて

外壁温度が許容値以下に入ることを確認することが可能である。この時、設計限界温度は,タ ンク

室の油量には余裕があるので直ちに減衰低下は生じないため、現状は余裕を見て外壁温度 80℃ (メ

ーカーの一例)を許容値としている。

以上から長周期地震動におけるオイアレダンパーのエネルギー吸収性能評価は、オイアレダンパーの

温度上昇について検討する。

(2)検討対象

検討対象は、表 3.2に示す J‐ 1(OSK〔102‐AV・ SD、 A[C003‐AVesD、 KGINAV・ SD、 SZ0024‐ AV・

SD)とする。
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(3)検討方法

風および地震応答における温度上昇のシミュレーション解析は、以下の方法により推定が可能で

ある。なお、温度測定を対象とするオイアレダンパーの温度は表面温度とし、その温度分布は常に一

様とする。

微小時間ゴτに対象物の温度が ♂ιだけ上がったとすると,この時間内の発熱量 9・ ♂τから放熱

量 y(ι _か 。F・ どτを差引いた残りが、【F歩 なる温度上昇に預かつた発熱量と考えられることか
ら、次式が成り立つ。

働 =2τ一yo_ち lFプτ (3.6)

オイルダンパーの減衰力を FdlkNl、 入力速度を
'lm/s]と

すると、微小時間がτに生じる減衰エネ

ァレギー島 ll【N・ m](=[kJl)は

▼′=弓力・プτ

となる.減衰エネルギー島がすべて熱エネルギーに変換されるものとすると、発熱量 9は次式と

なる。

も =2プτ  … … … … … …・… … … … …●.働
すなわちオイルダンパーの温度 とは、式(3.7)、 (3.8)を用いて式(3,6)の微分方程式を逐次数値積

分することで温度上昇の時刻歴が得られることになる。あるいは、式(3.0を初期条件 τ貿久ι――歩」iと

して微分方程式を解くと、温度 ιl′ま次式が得られる。 (定常振幅における温度上昇)

将村√檻や ,lCXpl÷〕 … … …準⊃
ここで、

ι:温度 [℃]あ :周囲温度腱 ]身:初期温度腱 ] И体積lmtt Д表面積[mtt β:密度 [kg/m3〕
砂 :比熱lkJ/(kg。 ℃)]σ :熱容量 =y/ク σ″[kJ/℃] [ア :熱伝達係数 lk」 /(m2.h.℃ )]

【:放熱係数 =[〆珂kJ/(h・ ℃)1 9:発熱量[kJ/hl τ:経過時間lhl

(4)検討結果

オイァレダンパーの温度上昇の検言寸結果を表 3.9にまとめる。また、図 3.16、 3.17に各検討ケース

における温度上昇とエネルギー吸収性能比較を示す。

オイァレダンパーの温度上昇では、地震動として平均(AV)を用いた場合 25.8～56.8℃であるが、平

均+標準偏差(SD)を用いた場合 35,6～ 104.8℃ となり設計限界温度 80℃を超えている。なお、1000KN

ダンパーの温度上昇実大試験では、総摺動距離 ■4m、 総入カエネルギー量 65798KN・ mの加力
試験で最大表面温度は 106℃ となっているが、実際は余裕度があるため実験ではオイル漏れ等は発

生していない。

(3,7)
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表 3.9長周期地震動に★、すするオイルダンパーの温度上昇検討のまとめ

建物 J‐ 1

分類 中高層 第二世代
建設地 千葉県木更津市

地震動 OSKH02 AIC003 KGIN SZ0024

AV SD AV SD AV SD AV SD

免震層最大変位(m) 0.298 0.583 0.145 0.292 0.058 0.098 0.268 0,382

〃総変位距離(m) 18.52 35.84 14。 73 24.74 6.87 12.26 19.66 31.63

〃最大速度(m/s) 0.44 0。 85 0。 31 0.66 0.12 0。 22 0.49 0.84

温度上昇検討

ダンパー BDS1201600‐ B‐ 1(最大減衰力 1000kN)

総 エネルキ
゛―吸 収

(kNm)
22337 53175 15852 31157 3631 9792 23129 42885

ダンパー温度SC)

(周囲温度 20℃ )
55。 5 104.8 45。 2 69,7 25.8 35.6 56.8 88.4
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図 3.16各検討ケースにおける温度上昇比較
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図 3.17各検討ケースにおけるエネルギー吸収性能比較
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第 4章  「免震構造一部材の基本から設計 日施工まで一」の掲載概要
実務者を対象として、2010.12に オーム社より発刊した標記書籍の「第 3章ダンパー」に関する、

掲載概要を以下に示す。

表 4.1 ダンパーの掲載概要

章 節 掲載内容

3.1 ダンパー
の概要と特徴

3.1.1履歴系ダンパー

(鋼材・鉛)

3.1,2流体系ダンパー

(オイル・粘性)

3.1。3粘弾性ダンパー

3.1.4基本性能

・ダンパーの分類 (履歴系ダンパー、流体系

ダンパー、粘弾性系ダンパー)
・各ダンパーの装置概要、減衰機能
。各ダンパー基本性能と応答特 l生 (等価減衰

と等価周期の相関関係、等価周期の振幅の

関係)

3.2履歴系ダン
パ
ヽ
一

3.2.1鋼材ダンパー ・U型ダンパー、鋼棒ダンパーの基本原理・
基本性能 (各種依存性含む)、 設計上の取り

扱い、交換に対する考え方

3.2.2鉛ダンパー ・U180、 U2426型鉛ダンパーの基本原理・基

本性能 (各種依存性含む)、 設計上の取り扱
い、交換に対する考え方

3.2.3摩擦ダンパー ・ディスクダンパー (摩擦皿ばね支承)の基
本原理・基本性能 (各種依存′l生含む)、 設計

上の取り扱い

3.3流体系ダン
パ
‐一

3.3.1流体系ダンパーの分類 ・流体系ダンパーの分類

(筒型、壁型、平面型)
・流体の流れと減衰抵抗力の機構

3.3,2抵抗力発生の基本原理 ・オリフィスの流れによる圧力損失
・チョーク形絞りの流れによる圧力損失
・平板間すき間の流れによる圧力損失
・環状すき間の流れによる圧力損失
・抵抗力発生原理のまとめ
・流体系ダンパーの力学モデル

3.3.3流体系ダンパーの基本性能

(1)オイルダンパー

(2)フルード粘性ダンパー

(3)増幅機構付減衰装置

(4)壁型 。平面型粘性ダンパー

(5)シジンダー型粘J性ダンパー

各流体系ダンパーの基本原理 (構成)・ 基本

性能・力学 l角牢析)モデル

3.4粘弾性ダン
ノく‐一

3.4,1基本構造・基本性能

3.4.2設計上の取り扱い

基本構造・基本性能 (各種依存性を含む)、

限界性能、設計上の取り扱い

3.5ダンパーの而+火1性 オイァレダンパーの火災時の留意点

3.6ダンパーの

耐久性

3.6.1経年変化

3.6.2繰返し耐久性

・各ダンパーの経年変化の考え方
・繰返し耐久性評価 (一覧表)

3.7風に対する特J陛 ・クリープ特!性の考慮の有無
・風荷重を想定した繰返し加力実験結果
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第 5章 まとめ
東北地方太平洋沖地震では、鋼材ダンパーおよび鉛ダンパーに変状がみられ、既存の知見および

新たな試験や解析検討により、各免震部材の保有性能や残存性能評価法、維持管理の管理基準値∩

を提案している。また、本報告では紹介していないが、鉛プラグ入り積層ゴムについても、同様な

現象が懸念される可能性があることから、多数回繰返し実験を行い、さらに、高減衰積層ゴムにつ

いても従来の実験データから理論的検討を行っている。

なお、詳細については、応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会ダンパーWG報告書を参
照されたい。

しかし、これらの方法や基準値は、各章に記載の検討課題の他、2方向加力による影響など、未
だ幾つかの課題を残しているため、本小委員会において、今後更に検証を進めていく予定である。

また、南海 トラフ沿いを震源とした長周期地震動 (三連動)における各ダンパーのエネルギー吸

収性能評価を行い、◆岡材ダンパーや鉛ダンパーの疲労損傷度およびオイルダンパーの温度上昇につ

いて検討した。

検討対象建物の実際の建設地と地震波とは、必ずしも一致していないが、免震層の設計によって

は、標準偏差 lσ を考慮した場合で、鋼材ダンパーの疲労損傷度 (D値)は 0.5程度、鉛ダンパーで

0.2程度となり、オイルダンパーの温度上昇も 80℃を超える場合がある。したがつて、本震だけで

なく余震などを考慮すれば、更に厳しい条件になることも予想されることから、長周期地震動の影

響がある地域については、設計時にダンパーのエネルギー吸収性能 (疲労損傷度や温度上昇など)

を考慮した評価予測が重要と考えられる。

その他、防耐火部会 オイルダンパー耐火性能 WGでは、免震・制振用オイアレダンパーが火災時
にどのような性状を示すかのシナリオを予測し、検証することによつて、消防隊の消火活動に対し

ても大きな障害にならないことを確認することが重要であることから、現在、これらの実験・解析

検討が進められている。

参考文献

1)日 本免震構造協会 :応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会ダンパーWG報告書、2012.1
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9.応答制御部会 パッシブ制振評価小委員会

粘性 ダンパー Eオイルダンパーの動的特性 と同定法
1は じめに

粘性系ダンパーは、小から大の振幅まで、建物の振動エネルギーを吸収でき、よって、交通振

動、風揺れ、微震から激震までの地震動に対し、有効な制振部材であると言える
1〉0。 粘性ダンパ

ーは高粘度流体に生じる粘性力、オイルダンパーは低粘度流体の内圧力、粘弾性ダンパーは高分

子ゴムに生じる粘性力により、それぞれ減衰効果を発揮している。

これらと鋼材ダンパーの 4種 (各 12本)を入れ替えて実大 5層制振建物の震動台実験 (以下、建

物実験)が E―ディフェンスで行われ、ダンパーの実挙動を示す貴重な記録が多数得られた 5〉 7)。

後日、東京工業大学にて、計 48本のダンパーの実験 (以下、装置実験)を行い、ダンパー挙動を

より詳細に検討した。装置実験では、0。 1～ 1511zの 8種の振動数、O.5～36■mの 7種の振幅の正弦
波載荷と、建物実験で鷹取注 (15,50,1000/0)を入力したときのダンパーの応答変形時刻歴を入力波と

したランダム波載荷を実施した。

本報告では、粘性ダンパー 。オイルダンパーの装置実験結果に言及する。両ダンパーは比較的

簡易な解析モデルで模擬されているが、そのパラメータ値やモデル自体の妥当性を、本実験結果

により詳細に検討する。それぞれ 12本の内の 1本の結果を示す。これは、建物実験では 1階の

Y3構面に設置されたものである 5‐71。

2粘性ダンパT
2.1装置実験の計測概要

粘性ダンパーで計測を行ったのは建物実験と同様のダンパー全体変形
",、
ダンパース トローク

",″

、支持材の歪に加え、支持材の挙動を把握するための載荷側、反カブロック側それぞれのスプ

ライスプレ▼ 卜の変形 クbl,クう4、 シリンダーの変形クぅ2、 鋼管ブレースの変形 夕ぅ3である。さらに、

建物実験で確認された接合部の遊び(以下、ガタと呼ぶ)の挙動を把握するため、載荷側、反カブ
ロック側それぞれの、クレビスとピン接合部の変形 クじ1,"じ 4、 シリンダーと鋼管ブレースの接続部

分の変形 クθ2、 鋼管ブレースとピン接合部の変形 クc3も計測した。

クレビス

ピ シリンダー 鋼管ブレース ピン

クぅと クθl ク

"
2〃う2 ι′¢2 クじ4 ιどう4

(載荷側)ク
レビス

(反カブロック側)

図 2.1粘性ダンパー計測概要

2.2粘性ダンパーの付加系モデル概要

粘性ダンパーは粘性係数 めの粘性要素、内部剛性め の弾性バネの直列(MaxwCll体 )で表し、さ

ιチ,

クう3
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らに、支持材バネ為 と、建物実験、装置実験の双方で確認されたガタを表す要素を繋げた付加系

によつて表現する。ここで、図 2.2に示す各記号はそれぞれ、ク戸粘性要素変形、ク″三ダンパース

トローク、クぅ=支持材変形、ク戸付加系変形、ニデガタの長さである。

また、従来から、粘性ダンパーのダンパーカ Fど は、粘性要素の変形速度♭どの指数乗(0≦α≦1)に

比例すると考えられ、式(2.la,b)の ように速度依存として表されている。

F′ =Cど |力どlα o Sgn(♭′) クИ=クプ+F′ /Kど (2.la,b)

しかし、今回の詳細な装置実験から、中小の振幅においては、速度依存というよりも振幅と振

動数それぞれへの依存と考えられることを後述する。

闇 劫 ォ″

―
 ホ 占

Cぁα 為

クめF′
→

",
図 2.2 付力日系モデル

23正弦波載荷の実験結果と同定方法
正弦波載荷実験から粘 l生ダンパーの特性値(め ,α,K′)を同定する方法を説明する。

これまで笠井研究室では、上述の特陛値を求める際には、まず、硫α,れを仮定して、実験から得ら

れたダンパーストロークの変形速度ち,攣から粘性要素の変形速度ち,9.Pを求め(式 (2.1,b))、 式(2.1,a)

にち,?メpを代入して求まる理論ダンパーカ駒励?。りと実験ダンパーカ亀?χフの差の全載荷ステンプ終

了までの二乗和が最小となるような働,ら 乃を求めていた
3上 しかし、この方法は理解が容易で

ある反面、手順が煩雑で、また、同定結果のばらつきが大きい欠点があった。

そこで今回は、従来の煩雑な同定法を改善し、過去に文献 2で提案されている簡略な理論式を使

うことで、精度良く簡易に粘性ダンパーの特性値を同定できる方法を説明する。なお、以後 「0」

が付くものは最大値を意味する。

文献 2の式(2)よ り定常状態での最大ダンパーカは次式で表される。

F′0=C′ (ω
"′
0)α (2.2)

このときのク洲とク"0の関
係は、文献 2に式(17)と して提案されており、同式に基づき次式のよ

うに表せる。

紆キ+((升)/【′)陀I斃
また、文献 2の式(5)に、1サイクルあたりのエネルギー吸収量らの関係が提案されている。

【ぅ

"′

(2.3)
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為 =4g~α
24α
 ttω
αク川I (2.4)

ここで、具体例を示しながら、これらの式を用いた同定の手順を示す。

手順 1:

正弦波載加で得られたダプーク″関係 (図 2.3)か ら、■′0,クど0,ク"6均を得る。今回は l Hz、 目標ク″0=12
mmの FJ―ク

"関
係(次節図 2.5中段の右端)から、3サイクルの正弦波載荷のうち 2サイクルロの各

最大値、島。=517*軋 ク洲=11.3 mtt ιJ′″0=11,8mm、 エネルギー乃 =19,964 kN・ mmを得た。

Fがタプ関係(粘性要素)

Fが
"″
関係(Maxwell体 )

図 2.3粘性ダンパーの粘性要素とMaxwell体の履歴曲線

手順 2:

式(2.2),(2.3),(2.4)を それぞれα,為,動について解き、次式を得る。同式に手順 1で求めた筑

クプ0,"胸6みを順次代入することで浅,銑 れ の同定値が得られる。

ク″,

α一れ沖g(愛芳)=下舌bg(濃揆緒) 留0.656

働 =て
競抒
f百易寺名戸〒

=31.6糾 /(“陶/d)α66

=235えハ「/“
“

この二つの手順のみで同定は完了である。この同定法から得られた特性値を用いて解析した結

果を次節で示す。

2.4特性値の同定結果

0,1,0.5,1,2,3 Hzの 5種の振動数、7種の振幅の組合せでの正弦波載荷による粘性ダンパーの特

性値の同定結果(以下、同定値)は図2.4に示す通 りであるもまた、その同定値を用いて、実験のダ

ンパース トロークク″を入力としたときの角卒析と実験との比較は図2.5に示す通 りである。

図 2.5か らわかるように、今回の新しい同定法による同定値での解析と実験はよく一致する。

また図2.4か ら、粘性ダンパーの特性値((,ど ,α,κど)が規格値で示されるような一定値ではなく、振

動数と振幅のそれぞれに依存する傾向が見られる。特に特筆すべき特性は、αが小振幅ほど 1に

ゴ0

為

′′′′‘刺劇悧判

′
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近く、すなわち楕円形の履歴を描くことである。また、αは振幅の増加とともに小さくなり、矩

形の履歴となることが図 2.4、 図2.5のそれぞれからわかる。しかし、大振幅時にも依然として規

格値より大きな値を取ることは注視すべき結果である。また、のは振幅に比例して大きくなる傾

向が見られるが、その単位が振幅に対して同じく変化するαに依存したにN/(mttS)α で表されるこ

とから、注意が必要である。また、規格値では∞とされる内部剛性 為 が、実際にはオイルダンパ

―の内部剛性よりも小さな値を示すこともわかつた。
…◇・・・ 0。 l HZ・・・と・・・0.5 Hz・・・◆・・・ ■O Hz

・̈ o・・・ 2.O IIz・中■●●●3.O IIz

時 (kN/(m∬ s)α ) α 為 (1(N/mm)

規格値:98 kN/rmm/s世
38

規格値 :0,38 規格値 :∞
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0

●
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冷

´ρ
・

お了
・́

孝
を!

◇

・◇

クぉ

(mm)

クμ

(mm)

(mln)

(kN)

4

H ιV′0 ιιど(l

(mm)

10 20 30 0 10 20 40

図 2.4装置実験から同定しため,α,為 とク測の関係
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図 2.5正弦波載荷におけるF′―
"“
関係の実験と解析の比較
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2.5鷹取波載荷への適用

先ほど示した 5種の振動数の同定値を 1,2,3 Hzの 3種に限定することで、各特性値と粘性要素

最大振幅
"刑
の関係において図2.6のグレーで示す近似線を見出した。そこで、ランダム波である

鷹取波載荷の粘性要素最大変形を近似的に、正弦波載荷での最大振幅 拐測と同様に扱うこととし、

鷹取波載荷に適用する(図 2,7の□)。 その設定された特性値を設定値と呼び、表 2,1に示す。

図2.2の Maxwell体に、鷹取波載荷でのダンパース トロークタ
"を
入力し、規格値、同定値のそ

れぞれで解析を行つた。その同定値による解析と実験の履歴の比較を図 2.7の上段に示す。同図

から、鷹取波載荷においても同定値の精度が高く、良く一致することがわかる。しかし、図 2.7

の下段に示す規格値による解析が描く履歴は上段の履歴とは程遠く、特に小振幅ほど過大にエネ

ルギー吸収を評価してしまう危険があることがわかる。また、その傾向は表 2.2の F」0,ぁの実験

結果に対する各解析値の比から明らかである。
１

う
々

３

◆
　
０
　
■

Ｚ

　

Ｚ

　

Ｚ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

―
近似線
□ 設定値

〔】′(kN/(mm/S)α ) 為 (kN/mm)

●
コ

0 5

◆

(1■m)

α

12

1

08

06

04

02

0

70

60

50

40

30

20

10

0

◆

ιJプ0クと′0

◆

◆
●

クど0

(mm)(lrun)

10      15      20      25      0       5      10      15      20     25 0 10      15     20     25

図2.6特性値(cЪ α,て′)の近似と鷹取波載荷での特性値の設定

表 2,1 鷹取波載荷に適用した設定値と規格値

鷹
取

波

設定値

(テど (χ Xξど 〔テプ α X〔ど

15% 16.5 0.88
230 98 0.38 ∞500/0 22.6 0.69

1000/0 32.2 0.60

※単位は動 は kN/(側耐s)α ,ス勃は kN/mmである。

表 2.2 ダンパーストローク
""(図
2.2)を入力した場合の

設定値、規格値による各解析と実験結果の比

鷹
取
波

解析(設定値)
/実験結果

解析(規格値)
/実験結果

F′ 0 ど ′ F′ 0 fプ

15% 1.03 0.96 2.15 3.81
500/0 0.97 0.98 1.27 1.88

1000/0 1.02 1.02 1.11 1.46
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図 2.7鷹取波載荷における′7′―ク"関
係の実験と設定値による解析の比較(上段)と

規格値による解析の′7′―
"″
関係(下段)

2.6ガタの影響

装置実験から、粘性ダンパーのガタは、クレビスとピン接合部の変形 ″て,1,VιJで生じていること

がわかった。また、その長さは 0.6 mm程度であった。図 2.8(a)か らわかるように、付力日系変形
に対する粘性要素変形の比、すなわち実効変形比ク測/ク,0は、ガタがなくとも小振幅ほど低下する

(図中破線)。 さらに、ガタがあることによつて、実効変形比はよリー層低下する(図中実線)。 その

結果、ダンパーのエネルギー吸収量島 は低下し、ダンパーの減衰効果が低減してしまう(図 2.8(b),

(c))。 なお、以上は正弦波載荷 1.O Hzの場合である。

ダンパーが効果的に機能するためには粘性要素変形が重要である。しかし、粘性要素変形は特

に小振幅ほどガタの影響を受け、その存在のために、小振幅にも効くという粘性ダンパーの魅力

が低減してしまう。このようにできる限リガタが生じにくい接合部の設計を行 うことは肝要であ

る。

(a)クど0/ク ,0 (b)
40000
島 (にN―mm) (C) Exガタぁり)姫灰ガタなし)

1

|
欅

十
１
１
１ ノ
/ ♭

Ｉ

Ｌ

イ

/◆

―
理論値(ガタあり)

――… 理論値(ガタなし)

◆  実験値

0.8
10000

0.6 1000

0,4
100

0.2
ク,0
10

ι′,0

mm)

lo 15 0.5  1 lo 15 lo 45

図 2,8正弦波載荷での (a)実効変形比、(b)エネルギー吸収量の実験と理論値
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